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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　伝送リンクに関連する分散を補償するように動作可能な光学素子であって、
　少なくとも一つの伝送リンクから、１つ又はそれより多くの光学信号波長を有する光学
信号を受け取るように動作可能な入力ポートであって、前記少なくとも一つの伝送リンク
は、前記入力ポートに結合しており、かつ、長さ、光学損失、分散、分散の符号及び遮断
波長を有する分布ラマン増幅器を含むものである入力ポートと、
　前記入力ポートに結合しており、前記光学信号を増幅し、前記少なくとも一つの伝送リ
ンクに関連する分散を補償するように動作可能なラマン利得ファイバであって、当該ラマ
ン利得ファイバは、前記少なくとも一つの伝送リンクの分散－長さ積の大きさから１０パ
ーセントの範囲内である分散－長さ積を有し、当該ラマン利得ファイバは前記少なくとも
一つの伝送リンクと関連する分散と反対の符号である分散の符号を有するようなラマン利
得ファイバと、
　前記ラマン利得ファイバと結合し、第１の方向に前記ラマン利得ファイバを伝播する第
１のポンピング信号を生成するように動作可能な第１のポンピングソースと、
　前記ラマン利得ファイバと結合し、前記第１の方向と逆方向に前記ラマン利得ファイバ
を伝播する第２のポンピング信号を生成するように動作可能な第２のポンピングソースと
、を有し、
　前記第１のポンピング信号と前記第２のポンピング信号は、前記伝送リンクの光学損失
及び前記ラマン利得ファイバの光学損失を補償するように動作可能であり、前記第１のポ



(2) JP 5069825 B2 2012.11.7

10

20

30

40

50

ンピング信号及び前記第２のポンピング信号は、前記光学信号が前記ラマン利得ファイバ
中で有効利得を受けるのに十分に高いパワーであり、前記第１のポンピング信号及び前記
第２のポンピング信号は、前記光学信号が前記ラマン利得ファイバ及び前記伝送リンクの
両方における光学損失を補償するのに十分に高いパワーであって、
　前記増幅された光学信号を出力する出力ポート、
をさらに有することを特徴とする光学素子。
【請求項２】
　請求項１に記載の光学素子において、前記ラマン利得ファイバは、前記利得ファイバが
ポンピング波長及び前記信号波長の両方に対して単一の空間モードとなるように、前記ポ
ンピング波長より短い遮断波長を有することを特徴とする光学素子。
【請求項３】
　請求項１に記載の光学素子において、前記光学信号は、開ループで増幅される光学素子
。
【請求項４】
　請求項１に記載の光学素子において、前記光学信号は、閉ループで増幅されることを特
徴とする光学素子。
【請求項５】
　請求項１に記載の光学素子において、前記ラマン利得ファイバは、前記ポンピングソー
スによって双方向にポンピングされる広帯域キャビティを少なくとも部分的に画定するこ
とを特徴とする光学素子。
【請求項６】
　請求項１に記載の光学素子において、前記広帯域キャビティはサニャック・ラマン・キ
ャビティであることを特徴とする光学素子。
【請求項７】
　請求項１に記載の光学素子において、前記分布ラマン利得ファイバは、循環ループ・キ
ャビティを含み、前記分布ラマン利得ファイバは、前記ポンピングソースによって逆伝播
でポンピングされる二つの個別のセグメントを有することを特徴とする光学素子。
【請求項８】
　請求項１に記載の光学素子において、前記伝送リンクは、異なる波長チャネルに亘って
非均一的な利得を有する多重波長伝送リンクであり、さらに前記異なる波長チャネルに亘
って非均一的な利得を均一化するための第二の光学素子を具備する光学素子。
【請求項９】
　請求項１に記載の光学素子において、前記第１のポンピングソース及び前記第２のポン
ピングソースのそれぞれは、少なくとも一つのレーザダイオードであることを特徴とする
光学素子。
【請求項１０】
　請求項１に記載の光学素子において、前記第１のポンピングソース及び前記第２のポン
ピングソースの少なくとも一つは、ラマン・オシレータであることを特徴とする光学素子
。
【請求項１１】
　請求項１に記載の光学素子において、前記第１のポンピングソース及び前記第２のポン
ピングソースの少なくとも一つは、ラマン波長シフタであることを特徴とする光学素子。
【請求項１２】
　請求項１に記載の光学素子において、前記ラマン利得ファイバは、前記第１のポンピン
グソース又は前記第２のポンピングソースの少なくとも一つによってポンピングされる時
に、ラマン拡散を示すことを特徴とする光学素子。
【請求項１３】
　請求項３に記載の光学素子において、前記ラマン利得ファイバは２つの個別の利得セグ
メントを有することを特徴とする光学素子。
【請求項１４】
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　請求項７に記載の光学素子において、前記分布ラマン利得ファイバはチャープ・ブラグ
回折格子を含むことを特徴とする光学素子。
【請求項１５】
　請求項８に記載の光学素子において、前記第２の光学素子は、少なくとも一段のマッハ
・ツェンダ干渉計を含むことを特徴とする光学素子。
【請求項１６】
　請求項１３に記載の光学素子において、２つのセグメントを接続するアイソレータをさ
らに含む光学素子。
【請求項１７】
　請求項１３に記載の光学素子において、２つのセグメントを接続する利得等価素子をさ
らに含む光学素子。
【請求項１８】
　請求項１３に記載の光学素子において、２つのセグメントを接続する光学アド／ドロッ
プ・マルチプレクサをさらに含む光学素子。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の光学素子において、前記光学アド／ドロップ・マルチプレクサに結
合した利得等価素子をさらに含む光学素子。
【請求項２０】
　請求項１に記載の光学素子において、
　前記ラマン利得ファイバは、
　光学損失を有し、
　第１のラマン利得セグメント及び第２のラマン利得セグメントを含み、前記光学信号は
前記ラマン利得ファイバを第１の方向に伝播するものであるラマン利得ファイバと、
　前記ラマン利得ファイバと結合するように構成されたポンピングソースであって、当該
ポンピングソースは、前記伝送リンクの光学損失及び前記ラマン利得ファイバの光学損失
を補償するために前記ラマン利得ファイバをポンピングするポンピング信号を生成するよ
うに動作可能であり、前記ポンピング信号はポンピング波長及びポンピング電力を有し、
前記ポンピングソースは、前記光学信号が有効利得を受けるのに十分な高さのポンピング
レベルのポンピング信号を生成することを特徴とするポンピングソースと、
　前記光学信号を出力する信号出力ポートと、を含み、
　前記第２のポンピングソースは、前記信号入力ポート及び前記信号出力ポートと結合し
たポンピング分路であって、当該ポンピング分路は、前記第１のラマン利得セグメントと
前記第２のラマン利得セグメントの間で前記ポンピング信号の少なくとも一部を結合する
ことによって前記第１のポンピング信号から前記第２のポンピング信号を生成するように
動作可能であり、前記第１のラマン利得セグメントは、前記信号入力ポートと結合し、前
記第２のラマン利得セグメントは、前記信号出力ポートと結合し、前記第１のポンピング
信号は、前記第１の方向と逆方向に前記第１のラマン利得セグメントを伝播し、次に前記
第２のポンピング信号は、前記第１のポンピング信号のポンピング電力を使い果たすまで
前記第２のラマン利得セグメントを伝播するようなポンピング分路と、
を有することを特徴とする光学素子。
【請求項２１】
　請求項２０に記載の光学素子において、前記第１及び第２のラマン利得セグメントを接
続するためのアイソレータをさらに含む光学素子。
【請求項２２】
　請求項２０に記載の光学素子において、前記第１及び第２のラマン利得セグメントを接
続するための利得等化素子をさらに含む光学素子。
【請求項２３】
　請求項２０に記載の光学素子において、前記第１及び第２のラマン利得セグメントを接
続するための光学アド／ドロップ・マルチプレクサをさらに含む光学素子。
【請求項２４】
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　請求項２０に記載の光学素子において、前記第２のラマン利得セグメントは、前記第１
のポンピングソースによって双方向にポンピングされることを特徴とする光学素子。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
（技術分野）
本発明は一般的には、電気通信、ケーブル・テレビ（cable television）及び他のファイ
バ光学アプリケーションのためのファイバ光学において使用される光学増幅器に関連する
。より特定的には、本発明は、利得傾斜を最小化するための方法及び帯域ポンピングの間
の非線形相互作用を最小化するための装置と同様に、ファイバ光学リンクに対する分散補
償も供給する光学増幅器に関連する。
【０００２】
（背景技術）
帯域幅に対する要求は、データ通信及びインターネット等のアプリケーションにより、フ
ァイバ光学スーパーハイウェイ（fiber-optic superhighway）で急激に増加し続けている
。その結果、各チャネルに対してより速い速度－いわゆる時分割多重伝送システム－及び
複数の波長の光－いわゆる波長分割多重伝送（wavelength-division multiplexing）（Ｗ
ＤＭ）を使用することによって、光学ファイバの帯域幅を活用することに多くの努力が費
やされる。
【０００３】
現在使用されているファイバ光学ネットワークのほとんどは、２種類のファイバ：スタン
ダード単一モード・ファイバ（standard single-mode fiber）（「スタンダード」ファイ
バ）又は分散シフト・ファイバ（dispersion-shifted fiber）（ＤＳＦ）のうち一つを使
用する。スタンダード・ファイバは、およそ１３１０ナノメートルのゼロ分散波長を有し
、及び前記分散は主に前記固有のガラス分散から生じる。アメリカ合衆国及び世界のほと
んどにおける地上ネットワークのほとんどは、実際には、スタンダード・ファイバに基づ
く。一方で、ＤＳＦにおいては、前記ゼロ分散波長をより長い波長にシフトする（shift
）ために、導波路分散が使用される。従来のＤＳＦは、石英ファイバ（fused silica fib
er）における最小限の損失と同時に、１５５０ナノメートルでのゼロ分散波長を有するで
あろう。しかしながら、前記ゼロ分散波長は、追加される導波路分散の量を変化させるこ
とによって、シフトされることができる。ＤＳＦは、新しい長距離リンクにおけるのと同
様に、日本及びイタリアの２カ国だけで使用される。
【０００４】
ファイバ光学伝送線に対する制約要素は、損失、分散及び利得等化を含む。損失は、内在
的拡散、吸収及び欠損等の他の外在的効果によって、信号がファイバにおいて通過すると
減弱するという事実を意味する。例えば光学増幅器は、前記損失を補償するために使用さ
れることができる。分散とは、異なる周波数の光が異なる速度で移動することを意味し、
及びそれは物質的な特性並びに導波効果の両方に起因する。多重波長システムを使用する
時、及び周波数と利得の非均一性によって、利得等化は、異なる波長チャネルに亘って前
記利得を安定化することを要求される。
【０００５】
これらの制約を克服するための典型的な解決法は、これらの問題の各々を補償するために
、伝送システム素子に周期的に置かれることである。例えば、図１は、分散コンペンセー
タ（dispersion compensator）４０が前記分散を補償するために使用されることができ、
光学増幅器５０は前記損失を相殺させるために使用されることができ、及び利得等化素子
６０は、前記利得を均すために使用されることができることを示す。分散コンペンセータ
の例は、チャープ・ファイバ回折格子及び分散補償ファイバ（dispersion compensating 
fiber）（ＤＣＦ）を含む。光学増幅器の例は、エルビウムドープファイバ増幅器（erbiu
m-doped fiber amplifier）（ＥＤＦＡ）、ラマン増幅器、及び非線形ファイバ増幅器（n
on-linear fiber amplifier）（ＮＬＦＡ）を含む。アメリカ合衆国特許第５，７７８，
０１４号は、サニャック・ラマン増幅器及びカスケード・レーザ（cascade laser）を開
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示する。
【０００６】
最後に、利得イコライザ（gain equalizer）は、マッハ・ツェンダ干渉計及び長期回折格
子を含む。これら個別の構成要素からシステムを構築するよりも、図１に記載の機能の二
つ以上を、アメリカ合衆国特許第５，８８７，０９３号に記載の単一の構成要素へと結合
させる方が簡単であり、より費用効果的であるかもしれない。
【０００７】
ＷＤＭシステムにおいて生じる他の問題は、前記ファイバにおける非線形性を通したチャ
ネルの間の相互作用及びクロストーク（crosstalk）である。特に、四波混合（four-wave
 mixing）（４ＷＭ）は、異なる波長チャネルの間のエネルギ交換を生じさせるが、４Ｗ
Ｍのみが、ほぼゼロ分散波長で位相整合する。その結果、ファイバ・リンクが従来のＤＳ
Ｆから作られる場合、およそ１５４０乃至１５６０ナノメートルからＷＤＭシステムを操
作することは困難である。典型的なＥＤＦＡは、１５３５乃至１５６５ナノメートルの利
得を有するので、これは大変に残念なことであることがわかり、及びより均一な利得帯域
は、およそ１５４０乃至１５６０ナノメートルである。問題となりうる第二のファイバ非
線形性は、変調不安定性（modulation instability）（ＭＩ）であり、それは前記ファイ
バの非線形屈折率が位相整合に役立つ４ＷＭである。しかしながら、前記分散が正であり
又はいわゆるソリトン状況（soliton regime）である時、ＭＩのみが位相整合する。それ
ゆえに、ＭＩはゼロ分散波長よりも短い波長で動作することによって避けられることがで
きる。
【０００８】
個別のファイバに対する帯域幅利用が増加するにつれて、伝送に使用される帯域の数が増
加する。多くの帯域を使用するＷＤＭシステムに対して、多重帯域シナリオ（multi-band
 scenario）における増幅の間の相互作用によってさらなる複雑性が生じる。特に、特定
のシステム設計が、多重帯域伝送システムにおけるラマン増幅に必要となる。第一に、新
しい非線形性ペナルティが、チャネル間のラマン効果からの利得傾斜から生じる。これは
、長波長チャネルが、短波長チャネルからエネルギを奪う傾向にあるので、生じる。それ
ゆえに、新しいＷＤＭチャネルの追加を伴う、現存チャネル上の利得傾斜を最小化するた
めの手段が必要とされる。
【０００９】
４ＷＭ及びラマン利得傾斜の両方の効果を最小化するために、他の技術手段は分布ラマン
増幅を使用するであろう。多重帯域を有するＷＤＭシステムにおいて、前記伝送線に沿っ
た、異なるポンピングの間の相互作用から、複雑性が生じる。
【００１０】
アメリカ合衆国特許第５，８８３，７３６号は、ＥＲ添加光学ファイバ増幅器を開示する
。
【００１１】
アメリカ合衆国特許第５，６７３，２８０号は、低ノイズ光学ファイバ・ラマン増幅器を
具備する物品を開示する。
【００１２】
アメリカ合衆国特許第５，６２３，５０８号は、逆ポンピング光学ファイバ・ラマン増幅
器を具備する物品を開示する。
【００１３】
（発明の開示）
本発明の目的は、前記増幅器の利得ファイバが同時に前記分散補償を実行するラマン増幅
器等、単一の光学素子を通して、分散補償と光学増幅器機能を結合させることである。
本発明の他の目的は、前記ファイバ光学リンクがスタンダードか、又はＤＳファイバを使
用するかによって、前記ラマン増幅器の異なる設計を供給することである。
本発明のさらに他の目的は、ＷＤＭシステムが、ＤＳファイバ・リンクを介して、分散補
償ファイバを有するラマン増幅器における「紫色」帯域を使用することによって、４ＷＭ
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及びＭＩからの非線形性の制約を避けることができるようにすることである。
【００１４】
本発明のさらに他の目的は、現存する帯域の下及び上の帯域の対称的追加によって、現存
する従来の帯域への利得傾斜の効果を最小化することである。前記より長い波長チャネル
が、エルビウムドープファイバ増幅器で増幅される一方で、前記より短い波長システムは
、ディスクリート又は分布ラマン増幅器で有利に増幅されてもよい。
【００１５】
最後に、本発明のさらに他の目的は、分布ラマン増幅を使用することによって、高密度Ｗ
ＤＭシステムにおけるファイバ非線形効果を避けることである。多重帯域システムにおけ
るポンピングの間の相互作用を避けるために、ラマン利得を通したポンピングの間の相互
作用を最小化するために、隣接する帯域ポンピングを直交させるための手段が説明される
。それゆえに、異なる帯域に対するポンピングの間の相互作用を低減させるために、それ
らが空間的、方向的又は極性的に直交又は非重複になるように、異なる帯域に対するポン
ピングを多重送信する手段が供給される。
【００１６】
長さ、光学損失、分散、分散の符号、及び遮断波長を有する少なくとも一つの伝送リンク
を含むファイバ光学伝送システムにおける、本発明の上述の目的及び他の目的を実行する
にあたり、本発明は、分散を補償するため及び前記光学損失を相殺させるための単一光学
素子を含む。前記光学素子は、信号波長を有する光学信号を受信するための入力ポートと
、光学損失を有し並びに前記光学信号を増幅するための入力ポートに接続された分布利得
媒体と、及び前記光学信号が、前記伝送リンク並びに前記利得媒体の光学損失を補償する
ための有効利得を受けるのに十分に高いポンピングレベルで、前記分布利得媒体をポンピ
ングするためのポンピング光を生成するためのポンピング波長を有するポンピング機構を
含む。前記光学素子はさらに、前記増幅された光学信号を出力するための出力ポートを含
む。
【００１７】
前記分布利得媒体は、典型的には長さ、分散及び分散の符号を有する利得ファイバである
。前記利得ファイバは、実質的な大きさにおいて、反対の符号のものを除く、前記少なく
とも一つの伝送リンクの分散－長さ積と等しい分散－長さ積を有する。また、前記利得フ
ァイバが、前記ポンピング波長及び前記信号波長の両方に対する単一空間モードになるよ
うに、前記利得ファイバは、前記ポンピング波長より短い遮断波長を有する。
【００１８】
前記光学信号は、開ループで増幅されてもよい。
【００１９】
前記ポンピング機構は、少なくとも一つのレーザ・ダイオード、ラマン・オシレータ、又
はラマン波長シフタでもよい。
【００２０】
一つの実施形態において、前記利得ファイバは、前記ポンピング機構によって双方向にポ
ンピングされる。
【００２１】
他の実施形態において、前記利得ファイバは、二つの個別の区分を有し、及び前記ポンピ
ング機構は、逆伝播で前記二つの区分をポンピングする。
本発明はさらに、アイソレータ、利得等化素子及び／又は前記二つの区分を接続するため
の光学アド／ドロップ・マルチプレクサを含む。
【００２２】
さらに他の実施形態において、ポンピング分岐は、前記ポンピング機構を分岐させるため
に前記入力及び出力ポートに結合され、前記利得ファイバは、前記入力及びに出力ポート
によって分割された個別の第一及び第二の区分を有し、及び前記ポンピング機構は、逆伝
播で前記第一の区分をポンピングし並びに前記ポンピング機構の力を使い果たすまで前記
第二の区分をポンピングする。
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【００２３】
前記光学信号は、閉ループでも増幅されてよい。
【００２４】
前記利得ファイバは、前記ポンピング機構によって双方向にポンピングされる広帯域キャ
ビティを少なくとも部分的に画定してもよい。この場合、前記利得ファイバは、ラマン利
得ファイバでもよく、及び前記広帯域キャビティは、サニャック・ラマン・キャビティで
もよい。
【００２５】
他の実施形態において、前記分布利得媒体は、チャープ・ブラグ回折格子を有する循環ル
ープ・キャビティを含み、及び前記利得ファイバは、前記ポンピング機構によって逆伝播
でポンピングされる二つの個別の区分を有する。
【００２６】
前記伝送線が、異なる波長チャネルに亘って非均一の利得を有する多重波長伝送線である
時、前記異なる波長チャネルに亘る非均一の利得を均一にするための、第二の光学素子が
供給されてもよい。前記第二の光学素子は、マッハ・ツェンダ干渉計の少なくとも一つの
段を含む。前記分布利得機構は、二つの個別の区分を有する利得ファイバでもよく、及び
前記第二の光学素子は、前記二つの区分を接続する。
【００２７】
前記少なくとも一つの伝送リンクが、少なくとも一つのファイバ非線形性効果及びゼロ分
散波長を有するＤＳＦを含む、１４３０乃至１５３０ナノメートルの紫色帯域で動作する
伝送システムにおいて、前記単一光学素子は、前記少なくとも一つのリンクにおいて、前
記少なくとも一つのファイバ非線形性効果を避けるために、前記ゼロ分散波長から十分に
離れた紫色帯域において、利得を供給する。前記利得ファイバは、スタンダード分散ファ
イバでもよい。
【００２８】
前記少なくとも一つのファイバ非線形性は、四波混合及び／又は変調不安定性でもよい。
【００２９】
前記少なくとも一つの伝送リンクは、異なる波長チャネルに亘る非均一利得を有してもよ
く、及び本発明はさらに、前記異なる波長チャネルに亘る前記非均一利得を均一にするた
めの前記単一光学素子に接続された第二の光学素子を含む。前記第二の光学素子は、マッ
ハ・ツェンダ干渉計の少なくとも一つの段を含んでもよい。
【００３０】
前記利得ファイバは、集積分散が、実質的に紫色帯域の真中に相殺されるように選択され
た分散補償ファイバでもよい。
【００３１】
さらに、本発明の上述の目的及び他の目的を実行するにあたり、多重波長伝送線を含むフ
ァイバ光学多重帯域システムにおいて、波長の追加の帯域が追加される時に、波長の少な
くとも一つの現存する帯域内で利得傾斜を最小化させるための方法が、供給される。前記
方法は、前記波長の少なくとも一つの現存する帯域におけるエネルギ変化を最小化するた
めに、より短い及びより長い波長帯域を得るために前記波長の少なくとも一つの現存する
帯域の上及び下の両方に実質的に等しい数の追加帯域を追加することを含む。前記方法は
また、前記より短い及びより長い波長帯域の各々が利得を有するように、前記より短い及
びより長い波長帯域を増幅することも含む。
【００３２】
前記より短い波長帯域を増幅する段階は、ディスクリート又は分布ラマン増幅器のいずれ
かで達成されてもよい。
【００３３】
前記より長い波長帯域を増幅する段階は、エルビウムドープファイバ増幅器で達成されて
もよい。前記より短い波長帯域の少なくとも一つにおける利得は、前記より長い波長帯域
の少なくとも一つにおける利得よりも大きい。
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【００３４】
前記より短い波長帯域を増幅する段階は、分布の形態でなされてもよい。
【００３５】
さらに、多重波伝送線を含むファイバ光学多重帯域伝送システムにおける本発明の上述の
目的及び他の目的を実行するにあたり、一つの装置が供給される。前記装置は、増幅を得
るための前記伝送線の異なる帯域をポンピングするための複数の帯域ポンピングを含み、
異なる帯域に対する帯域ポンピングは、エネルギを交換することによって非線形に相互作
用する。前記装置は、前記非線形相互作用を最小化するために、隣接する帯域ポンピング
を直交させるための手段も含む。
【００３６】
前記増幅は分布ラマン増幅でもよく、及び前記エネルギはラマン・エネルギである。
【００３７】
交互の帯域ポンピングは、前記異なる帯域に対する帯域ポンピングの間の相互作用を最小
化にするために、空間的に分散されてもよい。
【００３８】
交互の帯域ポンピングは、前記異なる帯域に対する帯域ポンピングの間の相互作用を最小
化するために、交差偏光されてもよい。
前記複数の帯域ポンピングは、分布ラマン増幅器の純粋分布システムを画定してもよい。
【００３９】
代替的には、前記複数の帯域ポンピングは、ディスクリート及び分布増幅器の複合システ
ムを画定してもよい。
【００４０】
前記複数の帯域ポンピングは、ディスクリート・レーザ・ダイオード又は前記伝送線をポ
ンピングするためのラマン・オシレータを含んでもよい。
【００４１】
本発明に従って、分散管理ラマン増幅器（Dispersion Managing Raman Amplifier）（Ｄ
ＭＲＡ）は、これも分散コンペンセータとして機能する利得ファイバを使用して実行され
る。前記遮断波長が、前記ポンピング波長よりも短くなるように、前記ファイバは、前記
ポンピング及び信号波長の両方に対して単一モード（single mode）であるべきである。
前記ファイバの長さ及び分散は、理想的には伝送リンクと同じ大きさの分散－長さ積を有
するが、分散の反対の符号を有するように選択されるべきである。前記ポンピングレベル
は、前記分散補償ファイバ及び前記伝送リンクからの損失の合計よりも大きい利得を供給
するように選択されるべきである。また、前記ポンピング体系は、前記ポンピング光に対
して
３デシベル損失長内にとどまるように選択されるべきである。
一つの実施形態において、大きな負の分散（例；Ｄ＜－８０毎秒／ナノメートル－キロメ
ートル）を有する分散補償ファイバ（dispersion-compensating fiber）（ＤＣＦ）が、
スタンダード・ファイバを使用してリンクの分散を補償するために使用される。前記ファ
イバ・リンクが４５キロメートルの長さである場合、前記ＤＣＦは、１５００ナノメート
ルでの分散補償に対して約７．８キロメートルの長さであるべきである。また、前記利得
は、１４．２デシベルを超え、及び前記利得ファイバは、双方向か又は二つの区分におい
てポンピングされる必要があるかもしれない。
【００４２】
他の実施形態において、スタンダード・ファイバは、従来のＤＳファイバを使用し、及び
「紫色帯域」において動作することで、リンクの分散を補償するために使用される。前記
ファイバ・リンクが４５キロメートルの長さである場合、前記スタンダード利得ファイバ
は、１５００ナノメートルにおける分散補償に対して約１３．３キロメートルの長さであ
るべきである。また、前記利得は１４．２デシベルを超えるべきであり、前記利得ファイ
バは、双方向に又は二つの区分において、ポンピングされる必要があるかもしれない。
【００４３】
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前記利得ファイバが、二つの区分に分割される実施形態においては、多くの素子が前記二
つの区分を接続するために使用されることができる。最も簡単なことは、前記二つのポン
ピングの間の相互作用を避けるために、アイソレータを挿入することである。代替的には
、利得等化素子又は光学アド／ドロップ・マルチプレクサは、前記二つの区分の間の結合
点に配置されてもよい。
【００４４】
本発明はまた、伝送リンクにおいてＤＳファイバを使用する分散及び非線形性管理ファイ
バ光学システムを実行することにも関連する。多重波長ＷＤＭシステムに関して、従来の
ＤＳＦにおけるゼロ分散波長にごく近い波長を避けるための、１４３０乃至１５３０ナノ
メートルの「紫色帯域」におけるオペレーションが必要とされる。利得はラマン増幅器に
よって供給され、及び前記利得ファイバはまた同時に、分散補償に備える。４ＷＭは、ゼ
ロ分散波長から離れて位相整合しないので、前記ファイバ非線形性は管理され、及び前記
伝送ファイバは、通常の分散（すなわち、Ｄ＜０）の状況で動作するので、ＭＩは避けら
れる。
【００４５】
前記増幅及び分散補償素子を結合することで、前記システムの実行を単純化し、及びラマ
ン増幅器に対してより費用が効果的である。さらに、マッハ・ツェンダ干渉計の一つ又は
二つの段を具備する利得等化素子が、ラマン増幅器における利得帯域を均すために使用さ
れることができる。また、前記リンクにわたるゼロの平均分散を有する正及び負の分散区
分の間で交替する分散管理システムへの関心は増加している。この関心は、非ゼロ復帰、
ゼロ復帰及びソリトンを含む、事実上すべてのデータ形式に及ぶ。前記ラマン増幅器は、
分散補償ファイバを使用して、当然に分散及び非線形性管理システムに通じる。
【００４６】
さらに、本発明に従って、現在使用される従来の帯域にわたる前記利得傾斜変化は、短波
長帯域におけるチャネルにおよそ等しい数で、前記長波長帯域にチャネルを追加すること
によって、最小化されることができる。（チャネル数の点で）前記ほぼ対称的なチャネル
追加は、従来の帯域におけるラマン・エネルギ交換を相殺する。前記従来の及び長波長帯
域は、エルビウムドープファイバ増幅器を使用することができる一方で、前記短波長帯域
は、ディスクリート又は分布ラマン増幅器によって増幅されることができる。
【００４７】
最後に、本発明はまた、多重帯域を有する分布ラマン増幅にも関連する。多重帯域分布シ
ステムにおいて、異なる帯域に対するポンピングの間の非線形相互作用は、交互の帯域ポ
ンピングを空間的に分散させることによって、及び／又は交互のポンピング帯域を交差偏
光させることによって最小化されることができる。前記分布ラマン増幅は、ディスクリー
ト・レーザ・ダイオードで伝送線をポンピングすることによって、又はラマン・オシレー
タによって達成されることができる。
【００４８】
本発明の上述の目的及び他の目的、特徴及び効果は、添付の図面を考慮する時に、本発明
を実行するための最善の方法に関する以下の詳細な説明から容易に明らかになるであろう
。
【００４９】
（発明を実施するための最良の形態）
本発明は、分散管理システムの実行を単純化するために、光学増幅及び分散補償の機能を
有利に結合させる。前記ＤＭＲＡは、分散が周囲の伝送リンクを補償するファイバにおい
てラマン増幅を使用する。
【００５０】
より特定的には、本発明のＤＭＲＡは、波長λを有する光学信号を入力するための入力ポ
ートと、前記光学信号を受信し、及びラマン拡散を通してそこにある光学信号を増幅し並
びにスペクトル的に広げるための分布利得媒体と、前記分布利得媒体をポンピングするた
めのポンピング光を生成するための、波長λＰで操作されるポンピング手段と、及び前記
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増幅され並びにスペクトル的に広げられた光学信号を出力するための出力ポートとを具備
する。前記分布利得媒体の分散及び長さは、分散の反対の符号のものを除く、伝送リンク
と同じ大きさの分散－長さ積になるように選択される。前記ファイバは、λＰよりも短い
利得ファイバの遮断波長を作ることによって、前記ポンピング及び信号波長に対する単一
空間モードに作られる。また、前記増幅器は、有効利得が、伝送リンク及び分散補償ファ
イバにおける損失の合計を超えるようにポンピングされる。
【００５１】
前記ＤＭＲＡの第一の実施形態は、光学ファイバ利得媒体を有する開ループ増幅を使用す
る。前記ファイバが、双方向にポンピングされ又はアイソレータを通して接続される二つ
の区分においてポンピングされる、ポンピングソース（pump source）が使用される。代
替的に、前記二つの利得区分は、利得等化素子及び／又は光学アド／ドロップ・マルチプ
レクサを通して接続されることができる。前記ＤＭＲＡの第二の実施形態は、ポンピング
され、及び前記ループ内の分散補償ファイバを使用するサニャック・ラマン・キャビティ
を使用する。前記サニャック・ラマン・キャビティにおけるフィードバック（feedback）
は、要求されるポンピング力を低減させ、及び前記広帯域キャビティ設計は、前記生成さ
れた帯域幅のほとんどをサポートする（support）。また、前記サニャック・ラマン設計
は、前記双方向ポンピングを自動的に達成する。前記ＤＭＲＡ増幅器の第三の実施形態は
、厳格な逆伝播ポンピング体系を維持するために、前記ファイバが二つの部分でポンピン
グされる、チャープ・ブラグ回折格子を有する循環ループ・キャビティを使用する。これ
らの実施形態のすべてにおける前記利得ファイバ長及び分散は、前記伝送リンクがスタン
ダード・ファイバを使用するか又はＤＳファイバを使用するかに依存する。
【００５２】
本発明はまた、前記伝送リンクがＤＳＦを具備する分散及び非線形性管理システムにも関
連する。多重波長ＷＤＭシステムを達成するために、１４３０乃至１５３０ナノメートル
の「紫色」帯域内になるようにオペレーションが選択され、それによってゼロ分散波長を
取り囲む波長領域を避ける。前記利得ファイバも分散補償をするＤＭＲＡが使用される。
前記リンク全体に亘る平均分散は、およそゼロになるように調整されるにもかかわらず、
前記局地的分散は、ファイバ・リンクの中のどの点においても小さくない。こうして、４
ＷＭは位相整合しないので、前記４ＷＭペナルティは除去される。また、オペレーション
は、前記伝送ファイバの通常の分散状況内にあるので、ＭＩもまた位相整合しない。
【００５３】
本発明は、現存帯域への、より長い及びより短い波長でのチャネルの（数に関して）対称
的な追加によって、現存する従来の帯域への利得傾斜を最小化することにも関連する。短
波長Ｓ帯域に対して対称的に、長波長Ｌ帯域に波長を加えることによって、従来のＣ帯域
におけるエネルギ変化を最小化する。前記Ｃ帯域及びＬ帯域は、エルビウムドープファイ
バ増幅器で増幅されることができる一方で、前記Ｓ帯域は、ディスクリート又は分布ラマ
ン増幅器を使用することができる。前記Ｓ帯域における利得は、前記Ｃ帯域における利得
よりも大きくなければならず、同様に前記Ｃ帯域は前記Ｌ帯域よりもより多くの利得を必
要としてもよい。
【００５４】
さらに、本発明は、非線形ファイバ伝播効果を低減させるために、多重帯域システムにお
いて分布ラマン増幅を使用することに関連する。広帯域分布ラマン増幅において、異なる
帯域に対するポンピングの間の前記非線形相互作用は、空間的に交互の帯域ポンピングを
分散することによって、及び／又は交互のポンピング帯域を交差偏光させることによって
最小化されることができる。隣接する帯域ポンピングの直交は、純粋な分布システム又は
複合ディスクリート／分布システムにおいてなされることができる。
【００５５】
本発明において稼動する増幅機構及び非線形性をより理解するために、最初に誘導ラマン
拡散、ラマン・カスケード（Raman cascading）、ＭＩ及び４ＷＭを説明する。誘導ラマ
ン拡散効果、ＭＩ及び４ＷＭは、光学ファイバ等の誘電素材が、強い光にさらされる時に
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発生する三次非線形性の結果物である。前記三次非線形効果は、瞬間的な光の強度に比例
する。
【００５６】
１．誘導ラマン拡散
誘導ラマン拡散は、光学ファイバを増幅器及び調整可能レーザにする重要な非線形処理で
ある。ラマン利得は、石英ファイバにおける光学フォノン（phonon）と強い光との相互作
用から生じ、及びラマン効果は、一つの光学ビーム（beam）（ポンピング）から他の光学
ビーム（信号）へのエネルギの伝送に通じる。前記信号は、石英ファイバの振動モード（
vibrational mode）によって決定される量だけ、周波数に関して減退される（又は波長に
関して高められる）。石英ファイバに関するラマン利得係数ｇｒは、図２に記載される。
特筆すべきは、ラマン利得ｇｒは、１３．２テラヘルツ（４４０ｃｍ－１の波長に対応す
る）に中心がある幅広いピークを有する（４０テラヘルツまでの）大きな周波数域に及ぶ
ことである。前記大きな周波数域に対するこの振舞いは、石英グラスのアモルファスな（
amorphous）性質によるものであり、ラマン効果が広帯域増幅器で使用されることができ
るようにする。前記ラマン利得は、ファイバ・コア（fiber core）の構成に依存もし、及
び異なるドーパント（dopant）濃度とともに変化することができる。
【００５７】
ラマン増幅は、いくつかの魅力的な特性を有する。第一に、ラマン利得は、現存するファ
イバにおける光学フォノンとポンピング光との相互作用に基づいているので、現存するフ
ァイバ光学リンクを更新するための良い候補である。第二に、システムの信頼性に関する
重要な考慮の対象である、挿入されるファイバの損失を除いて、ポンピング力がない場合
の過剰な損失がない。
【００５８】
２．ラマン・カスケード
カスケードは、ポンピング波長における光学エネルギが、一連の非線形偏光を通して、よ
り長い波長における光学信号へと変えられる機構である。前記誘電体の各非線形偏光は、
刺激を生成した光の波長からずれている波長に対応して、分子の振動状態を生成する。前
記非線形偏光効果は、前記誘電体全体に分布し、一つの波長におけるエネルギが、より長
い波長で光を生成する振動モードをポンピングする時の、カスケード状の一連の波長シフ
トを生じる。この処理は、多くのオーダを通して流れることができる。前記ラマン利得の
特徴は、石英ファイバにおいて１３．２テラヘルツに中心を有するピークを有するので、
一つのラマン・オーダは、１３．２テラヘルツで、以前のオーダから分離されるように編
成されることができる。
【００５９】
カスケードは、大変望ましい誘導ラマン拡散増幅器を作る。ラマン増幅そのものは、前記
利得スペクトルが大変広いので（１３．２テラヘルツ周辺にピークがある５テラヘルツよ
りいも大きい帯域幅）、（波長分割多重送信におけるような）多重波長又は短い光学パル
ス（short optical pulse）を増幅するために使用されることができる。さらに、カスケ
ードによって、異なる波長の広い範囲に対するラマン増幅が可能になる。前記ポンピング
波長を変化させることによって、又はラマン利得のカスケードされたオーダを使用するこ
とによって、前記利得は、１３００ナノメートルから１６００ナノメートルの間の電気通
信ウィンドウ全体に対して供給されることができる。
【００６０】
３．変調不安定性及び四波混合
　ＭＩ／４ＷＭは、ストークス（Ｓ）及び反ストークス（Ａ）フォトンを生成する二つの
ポンピング（Ｐ）フォトンを伴う。ＭＩ／４ＷＭ及びラマン増幅の両方は、光学ファイバ
における三次感受率χ（３）から生じる。より特定的には、χ（３）の実数の部分、いわ
ゆる非線形屈折率ｎ２は、ＭＩ／４ＷＭを担当し、一方で分子振動と関連するχ（３）の
虚数部分は、ラマン利得効果に対応する。石英ファイバにおいては、前記ｎ２の約４／５
が、紫外共振（ultraviolet resonance）によって生じる電子的、瞬間的非線形性であり
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、ｎ２の約１／５は、例えば光学フォノン（Ｍ．Ｎ．イスラム、超高速ファイバ・スイッ
チ装置及びシステム、ケンブリッジ大学出版、１９９２年におけるさらなる詳細を参照の
こと）等のラマン活性振動から生じる。この後者の寄与（contribution）の虚数部分は、
図２に記載のラマン利得スペクトルに対応する。
【００６１】
ラマン増幅におけるのと同様に、ＭＩ／４ＷＭ利得は、全てのファイバにおいて存在する
。しかしながら、ラマン効果とは異なり、ＭＩ及び４ＷＭの両方は、位相適合を必要とす
る。４ＷＭは、オペレーションがゼロ分散波長に近くない限り、位相適合を要求するため
に、長いファイバにおいては通常重要ではない。しかしながら、非線形屈折率は、前記ポ
ンピング及び側波帯を位相適合するために使用されるので、ＭＩは、自己位相適合として
機能することができる。これは、ファイバにおいて、ほぼゼロ分散波長を操作するときに
、特に当てはまることである。４ＷＭにおいて、前記信号波長が、（前記信号波長が、ゼ
ロ分散波長よりも短い）通常の分散状況に入る時に、測波帯は利得なく生成される。ＭＩ
は、非線形屈折率が、前記信号及び測波帯を位相適合させるために使用される４フォトン
増幅又はパラメトリック増幅（parametric amplification）である。ＭＩに関しては、前
記ポンピング波長は、異常群速度状況になければならず（すなわち、前記信号波長は、ゼ
ロ分散波長よりも長い）、及び適切な位相適合は、信号及び測波帯が順伝播（co-propaga
ting）であることを要求する。
【００６２】
４．分散及び非線形性管理伝送システム
最近まで、従来の知識は、最大システム帯域幅は、ファイバにおける約ゼロの分散波長の
オペレーションに対して発生するというものであった。しかしながら、ＷＤＭシステムに
関しては、この考えは非線形性が考慮に入れられる場合には間違いであることがわかった
。前記システムは、ファイバのゼロ分散波長で、又はそれに近く動作する時、隣接する波
長チャネルでの信号及び増幅器ノイズは、類似の速度で進む。これらの条件の下で、前記
多重波長信号及びノイズは、長い相互作用長を有し、及び混合することができる。
【００６３】
色彩分散（chromatic dispersion）によって、異なる波長が異なる群速度で、伝送ファイ
バを進む。色彩分散は、位相整合又は近接した波長が重複する伝播距離を低減させること
ができ、及びファイバにおける非線形指数を通して相互作用の量を低減させることができ
る。このように、長い伝送システムにおいて、前記非線形の振舞いは、位相整合の長さが
短くなり、エンド・ツー・エンド（end-to-end）分散が小さくなるように、集積分散を調
整することによって管理されることができる。この技術は、分散マッピング（dispersion
 mapping）として公知である（詳細は、光学ファイバ電気通信ＩＩＩＡ、Ｉ．Ｐ．カミノ
ウ及びＴ．Ｌ．コック編、アカデミック出版、１９９７年の第８章及び１０章を参照のこ
と）。
【００６４】
分散マッピングにおいて、集積分散を解除するために、分散補償素子が、周期的に伝送線
に挿入される。ＤＭＲＡを使用することによって、前記分散補償の周期性は、前記増幅器
の間隔の周期性と同じになる。ＷＤＭシステムに関して、集積分散は、前記伝送線に対す
る平均ゼロの分散波長に近い一つの波長のみに関して、ゼロに戻ることが注目される。こ
のＷＤＭチャネルに関する異なる集積分散は、分散カーブの非ゼロ・スロープ（nonzero 
slope）から生じる。前記分散補償素子が、前記伝送ファイバから分散スロープの反対の
符号（単なる分散の反対の符号ではない）を有する場合にのみ、これは避けられる。この
場合を除いて、信号分散を最小化するために、前記相殺する波長から離れたチャネルに対
する集積分散は、受信側の反対の分散で補償されることができる。
【００６５】
５．分散管理ラマン増幅器
ＤＭＲＡは、分散補償ファイバを、ラマン増幅器における利得ファイバとして使用するこ
とによって、増幅及び分散補償機能を結合する。前記利得ファイバの遮断波長は、前記ポ
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ンピング及び信号が単一モードになるように、前記ポンピング波長よりも短くなるように
調整されなければならない。前記伝送ファイバ及び前記利得ファイバのゼロ分散波長から
離れて動作することによって、４ＷＭは位相整合しないので、分散及び非線形性管理が達
成される。
【００６６】
本発明の手段は、利得ファイバ特性の適切な選択である。特に、平均光学波長における分
散に、増幅ファイバの長さをかけたもの（Ｄ×Ｌ）GAINが、前記リンクに集積した分散を
ほぼ補償する（好ましくは、ピーク集積分散値の大きさの１０パーセント以内）ように、
ラマン増幅器において使用されるファイバが選択される。すなわち
（Ｄ×Ｌ）GAIN≒－（Ｄ×Ｌ）LINK

である。
【００６７】
これはいくつかのことを示す：
・前記増幅ファイバに対する分散の符号は、前記伝送リンクファイバのそれとは反対であ
る。
・前記増幅ファイバにおける分散値Ｄは、前記利得ファイバにおける前記動作波長及びゼ
ロ分散波長によって決定される。
・前記ファイバの長さは、前記所望の分散補償を供給するように調整されることができる
。
・前記伝送ファイバがスタンダード・ファイバである場合、前記利得ファイバは、有効ラ
マン利得に潜在的に通じることができる。これは、いわゆるＤＣＦ（又は大きな負の分散
ファイバ）が、典型的には小さなコアサイズ並びに有効領域、及び前記コアにおける有効
なゲルマニウム内容物を有するからであり、その両方が大きなラマン効果に貢献する。
・唯一の条件は、伝送リンク区分に対する全体の又は平均の分散×長さの値が、相殺され
ることである。すなわち、所望されれば、分散補償を達成するために、異なるファイバ区
分が、前記ラマン増幅器内で連結されることができる。
前記ラマン利得は、ポンピング強度に依存する非線形処理なので、利得は、前記ポンピン
グ強度が高いまま維持される間だけ達成されることを理解することが重要である。例えば
、ラマン増幅に関する有効な長さは

と定義され、Ｌは前記ファイバの物理的な長さであり、αは、減衰定数である（典型的な
メートル逆数又はキロメートル逆数の単位）。デシベル／キロメートルで与えられるこの
減衰定数は、
α〔ｄＢ／ｋｍ〕＝４．３４×α〔ｋｍ-1〕
によるこの減衰定数に関連する。それゆえに、ラマン利得に関する有効な長さは、およそ
、前記ポンピング強度が、ファイバ入力においてその半分の強度に落ちる距離である。前
記ポンピング波長における有効損失はおよそ６乃至７デシベルである場合、前記ラマン利
得は、前記ファイバを双方向にポンピングすることにより、又は前記ファイバを半分ずつ
に分割し及び各々半分をポンピングすることによって達成されることができる。
【００６８】
最後に、適切な損失補償に関して、前記ラマン増幅器に適用されるポンピング電力は、前
記伝送リンク損失、前記利得ファイバ損失及び関連するカプラ（coupler）又はスプリッ
タ損失（splitter losses）を補償するのに十分でなければならない。例えば前記有効利
得がＧによって与えられ、及び前記損失が減衰因子αＬとして示される場合、
Ｇ〔ｄＢ〕≧αＬLINK〔ｄＢ〕＋αＬGAIN FIBER〔ｄＢ〕＋
αＬCOUPLING&SPLITTING〔ｄＢ〕
である。
【００６９】
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６．スタンダード及びＤＳファイバに関するＤＭＲＡの例示的設計
ＤＭＲＡの概念を説明するために、スタンダード及びＤＳ両方のファイバを使用する伝送
システムにおける例示的なシステム設計を選択する。特定的にするために、前記ラマン増
幅器における波長、リンク・ファイバ、増幅器間隔、及び利得ファイバに関して以下の仮
定が作られる。
・波長。ラマン増幅器は、１４３０乃至１５３０ナノメートルに及ぶ紫色帯域のために開
発されている。特に、前記青紫帯域は１４３０乃至１４８０ナノメートルである一方で、
赤紫帯域は、１４８０乃至１５３０ナノメートルである。特定的な例として、λ＝１５０
０ナノメートルの波長は、以下の例において使用され、それは赤紫帯域の中間近くに入る
。
・スタンダード単一モード・ファイバに関する分散。使用されるスタンダード・ファイバ
は、コーニング（Corning）ＳＭＦ－２８であると仮定され、それに対して製造者は：
１２００≦λ≦１６００ｎｍで

λ0≒１３１０ｎｍ（公称）
Ｓ0≦０．０９２ｐｓ／ｎｍ2－ｋｍ
λ＝１５００ｎｍにおいて、Ｄ≒＋１４．４ｐｓ／ｎｍ－ｋｍ
の分散を供給する。
・ＤＳファイバに関する分散。使用されるＤＳＦは、コーニングＳＭＦ／ＤＳと仮定され
、それに対して製造者は：
Ｄ（λ）≒Ｓ0{λ－λ0}〔ｐｓ／ｎｍ－ｋｍ〕で
１５００≦λ≦１６００ｎｍ
　　λ0≒１５５０ｎｍ（公称）
Ｓ0≦０．０８５ｐｓ／ｎｍ2－ｋｍ
λ＝１５００ｎｍにおいて、Ｄ≒－４．２５ｐｓ／ｎｍ－ｋｍ
の分散を供給する。
【００７０】
・リンク長。増幅器間隔は、ＬLINK＝４５ｋｍになると仮定され、それは、
ファイバ光学ネットワークにおける典型的なハット間隔（hut spacing）である。
・利得ファイバ。利得ファイバは、前記ポンピング波長よりも短い遮断波長を常に有して
いなければならない。利得ファイバに対する可能性のある候補は、以下のものを含む（正
確にはこれらのファイバではないかもしれないが、類似の分散特性を有するファイバであ
る）
（ａ）　１５００ｎｍで、Ｄ＝１４．４ｐｓ／ｎｍ－ｋｍであるスタンダードＳＭＦ－２
８ファイバ
（ｂ）　商業的にはライコム（Lycom）から入手可能であるＤＣＦ又は高負分散ファイバ
である。例えば、図３は、そのようなファイバに関する損失及び分散を示す。特に、１５
００ｎｍでの分散は、およそ
Ｄ＝－８３ｐｓ／ｎｍ－ｋｍである。
設計＃１：スタンダード・ファイバを具備するファイバ・リンク
４５ｋｍの長さのリンクに関して、λ＝１５００ｎｍでのリンクにおける合計分散
（Ｄ×Ｌ）LINK＝（＋１４．４ｐｓ／ｎｍ－ｋｍ）×（４５ｋｍ）
＝＋６４８ｐｓ／ｎｍ
である。
【００７１】
ラマン増幅器における利得ファイバに関して、図３に記載のようなＤＣＦを使用する場合
、要求される利得ファイバの長さは
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ＬLINK＝（Ｄ×Ｌ）LINK／（－ＤDCF）＝（６４８ｐｓ／ｎｍ）／
（８３ｐｓ／ｎｍ－ｋｍ）＝７．８ｋｍ
である。
【００７２】
この長さは、ラマン増幅器において通常使用される典型的な長さである１キロメートルと
比較して長い。
【００７３】
要求される最小限の利得を計算するために、利得ファイバ及びリンク損失の挿入損失が計
算される必要がある。ＤＣＦの損失はおよそ
αＬGAIN＝０．５５ｄＢ／ｋｍ×７．８ｋｍ＝４．３ｄＢ
である。
【００７４】
１５００ｎｍでの伝送リンク損失はおよそ
αＬLINK＝０．２２ｄＢ／ｋｍ×４５ｋｍ＝９．９ｄＢ
である。
【００７５】
それゆえに前記ポンピング電力は、少なくとも
Ｇ＞αＬGAIN＋αＬLINK＝１４．２ｄＢ
の利得を供給するように調整されなければならない。
【００７６】
利得ファイバにおいて、約１４００ナノメートルのポンピング波長に関する損失（すなわ
ち、１５００ｎｍの動作波長の上の一つのラマン・オーダ）を計算することも重要である
。図３より、１５００ナノメートルの外挿された損失値は、およそ０．８ｄＢ／ｋｍであ
る。それゆえに、利得ファイバにおけるポンピング損失は、およそ
αＬPUMP＝０．８ｄＢ／ｋｍ×７．８ｋｍ＝６．２４ｄＢ
である。これは、非線形処理に関する前記Ｌeffを超えるので、前記利得ファイバは、双
方向にポンピングされるか、又は前記利得ファイバの半分にされたものの二つが、個別に
ポンピングされなければならない。
設計＃２：分散シフトファイバを具備するファイバ・リンク
４５キロメートルの長さのリンクに関して、λ＝１５００ナノメートルでのリンクにおけ
る合計分散に関して
（Ｄ×Ｌ）LINK＝（－４．２５ｐｓ／ｎｍ－ｋｍ）×（４５ｋｍ）
＝－１９１．２５ｐｓ／ｎｍ
である。ラマン増幅器における利得ファイバに関して、スタンダードＳＭＦ－２８を使用
する場合、要求される利得ファイバの長さは
ＬLINK＝（Ｄ×Ｌ）LINK／（－ＤSMF-28）＝（－１９１．２５ｐｓ／ｎｍ）／（－１４．
４ｐｓ／ｎｍ－ｋｍ）＝１３．２８ｋｍ
である。この長さは、ラマン増幅器において通常使用される典型的な長さである１キロメ
ートルと比較して、長い。
【００７７】
要求される最小限の利得を計算するために、前記利得ファイバ及び前記リンク損失の挿入
損失を計算する必要がある。スタンダード・ファイバにおける損失はおよそ
αＬGAIN＝０．２２ｄＢ／ｋｍ×１３．２８ｋｍ＝２．９２ｄＢ
である。前記ＤＳＦにおける１５００ナノメートルでの伝送リンク損失はおよそ
αＬLINK＝０．２５ｄＢ／ｋｍ×４５ｋｍ＝１１．２５ｄＢ
である。それゆえに、前記ポンピング電力は少なくとも
Ｇ＞αＬGAIN＋αＬLINK＝１４．２ｄＢ
の利得を供給するように調整されなければならない。
利得ファイバにおいて、約１４００ナノメートルのポンピング波長に関する損失を計算す
ることも重要である。スタンダード・ファイバにおいて、１５００ナノメートルでの損失
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値は、およそ０．５ｄＢ／ｋｍである。それゆえに、利得ファイバにおけるポンピング損
失は、およそ
αＬPUMP＝０．５ｄＢ／ｋｍ×１３．２８ｋｍ＝６．６４ｄＢ
である。これは、非線形処理に関する前記Ｌeffを超えるので、前記利得ファイバは再度
、双方向にポンピングされるか、又は前記利得ファイバの半分にされたものの二つが、個
別にポンピングされなければならない。
【００７８】
７．ＤＭＲＡ増幅器の好ましい実施形態
図４（ａ）は、分散管理ラマン増幅器を供給するための開ループ設計を使用する本発明の
第一の実施形態を示す。開ループ設計は、最も簡単なＤＭＲＡであるが、それは高いポン
ピング電力を必要とするかもしれない。図４（ａ）に記載のＤＭＲＡ増幅器において、光
学信号は、入力ポート１１０から光学利得ファイバ１００に入力される。光学利得ファイ
バ１００は、ポンピングレーザ１２０及び１５０によって生成されるポンピング光によっ
て、双方向にポンピングされる。前記利得ファイバ１００は、信号及びポンピング波長の
両方で、単一空間モードであり、前記利得ファイバは、説明されたすべての属性を所有す
る。増幅された信号は、出力ポート１６０を通して出力される。前記ポンピングは、信号
波長を伝送するがポンピング波長に亘って結合する、波長分割伝送方式（ＷＤＭ）を通し
て結合される。
【００７９】
ポンピング光の揺らぎが前記増幅された信号に結合しないように、厳格な逆伝播ポンピン
グ及び信号形状を有することがしばしば望ましい。図４（ｂ）に記載の開ループ構造は、
前記利得ファイバを二つの区分２００及び２１０に分割することでこれを達成する。二つ
のポンピング（pump）２４０及び２７０は、各区分をポンピングするために使用され、及
びＷＤＭ２３０及び２６０は、前記ポンピングにおいて結合するために使用される。さら
に、各光学アイソレータ２５０は、ＷＤＭ２３０において発生するかもしれない、２７０
から２４０へのポンピング・エネルギの間の干渉を避けるために、前記二つの区分の間に
配置される。
【００８０】
図４（ｂ）は前記二つの利得区分の間のアイソレータを使用するが、他の素子がその代わ
りに使用されることができるということが、明確であろう。例えば、利得等化素子及び／
又は光学アド／ドロップ・マルチプレクサ（図１）が、前記アイソレータ（図４（Ｃ））
の代わりに、又は一緒に使用されてもよい。アド／ドロップ・マルチプレクサと関連する
、典型的には高い挿入損失のために、前記二つの区分におけるポンピングの間に、有効な
絶縁が達成される。
【００８１】
前記利得ファイバポンピングに関する交互の構成も、図４（ｄ）に記載される。従来の特
許（すなわち特許第５，６２３，５０８号及び第５，６７３，２８０号）も、前記アイソ
レータ周辺のポンピング分岐が使用される、アイソレータを使用した実行を説明していた
ことが認められる。しかしながら、より良い構成が図４（ｄ）に記載される。ここで、前
記利得ファイバは、二つの長さに分割され、前記ポンピングは第一のファイバへと導入さ
れ、前記信号が導入され及び抽出される前記ポンピングが分岐され、及び前記ポンピング
は第二の利得ファイバに入る。前記アイソレータへの損害を避けるように、残りのポンピ
ングを取り除くために任意のＷＤＭが使用されてもよい。前記アイソレータは、前記二つ
の利得ファイバの間に配置される。従来技術に対する、この構成の長所は：
・前記第一の段は、低ノイズ前置増幅器である；
・前記信号パスにおける前記アイソレータはさらにノイズを低減する；
・前記第二の段は、電力増幅器であり、ポンピング電力を使い果たす；
・微弱信号がより高い利得を見てからのより良いノイズ値
・より良い利得飽和性能；及び
・二重レイリー散乱（Rayleigh scattering）の同じ防止
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を含む。
【００８２】
さらに、二段増幅器の中段において、アド／ドロップ・マルチプレクサ等の他の素子も配
置されることができることが明確であろう。例えば、図４（ｅ）は、前記中段での光学ア
ド／ドロップ・マルチプレクサとともに、図４（ｄ）に記載の二段設計を示す。また、図
４（ｄ）及び４（ｅ）に記載の構成は、分散補償ファイバが、利得ファイバとして使用さ
れていなくても、独自のものであり、効果的である。さらに、合成増幅器のノイズ値に大
きな影響を与えることなく、電力増幅器利得を増加させるように、二段増幅器の第二の段
に双方向ポンピングを有することも、望ましいかもしれない。これは、図４（ｆ）に記載
される。
【００８３】
前記ポンピング電力の要求を低減するために、サニャック・ラマン・キャビティ等の広帯
域キャビティが使用されることができる。図５は、双方向ポンピングを伴うサニャック・
ラマン・キャビティ設計を使用するＤＭＲＡの実施形態を示す。図５を参照すると、前記
ＤＭＲＡのサニャック・ラマン・キャビティは、広帯域ミラ（broadband mirror）３１０
及びラマン利得ファイバを具備するループ・ミラ(loop mirror)３００及びそれに接続さ
れた光学カプラ（optical coupler）３５０によって形成される。前記サニャック・ラマ
ン・キャビティ設計は、アメリカ合衆国特許第５，７７８，０１４号に記載され、この特
許は、ここに参照のために採用されている。光学信号３７０は、入力ポート３８０を通し
て前記ラマン利得ファイバ３００に入力される。ポンピングレーザ３２０は、結合手段３
３０を通して前記ファイバ３００をポンピングするポンピング光を生成する。前記光学信
号は増幅され、及び出力ポート３９０を通して出力する。この構成においては、前記ポン
ピングは、本来的に前記利得ファイバ３００に関して双方向であることが認められる。
【００８４】
前記ラマン利得ファイバは、前記開ループ設計に関する上述のものとおなじ特性を有する
。同様に、第一の実施形態で使用されるポンピングレーザは、この第二の実施形態で使用
される。サニャックＤＭＲＡはさらに、偏光状態を制御するために、サニャック・ラマン
・キャビティに偏光コントローラ（polarization　controller）３６０をさらに含んでも
よい。しかしながら、前記ファイバが偏光を維持される場合、前記偏光コントローラは必
要ない。前記光学カプラ３５０は、少なくとも前記ポンピングと前記信号波長の下の一つ
のラマン・オーダ（Raman Order）との間で、公称で５０：５０である。前記結合手段３
００は、信号及び中間ラマン・オーダを伝送するが、前記ポンピングに亘って結合するＷ
ＤＭカプラである。さらに、前記入力ポート及び出力ポートの各々は、様々なポンピング
・オーダを伝送するが、前記信号に亘って結合するＷＤＭカプラを具備する。前記サニャ
ック・ラマン・キャビティの重要な効果は、それが、様々なラマン・オーダのより静止し
たカスケードに通じる受動ノイズ減衰特性を有することである。特に、差動周波ノイズは
、リジェクション・ポート３８５を通して出力される。
【００８５】
前記ＤＭＲＡの他の構成は、図６に記載のとおり、チャープ・ファイバ回折格子（chirpe
d fiber grating）を伴う循環ループ・キャビティを使用する。前記循環ループ・キャビ
ティ設計は、上述のアメリカ合衆国特許出願「循環ループ・キャビティにおけるラマン増
幅に関するチャープ・ピリオド回折格子（Chirped Period Grating）」に記載されている
。この特許出願は、参照のためにここに採用されている。図６に記載の構成は、二つの所
望の目的を達成する。第一に、前記信号及びカスケード・ラマン・ポンピングは、逆伝播
であり、クロストークを低減する。第二に、チャープ・ブラグ回折格子４７０は、波長制
御のために前記ループに導入される。前記チャープ・ブラグ回折格子は、様々なラマン・
カスケード・オーダで広帯域反射（broadband reflection）を供給する。このように、前
記様々なカスケード・ラマン・オーダに関する波長が選択される一方で、次の各々のカス
ケードのオーダで広げられた帯域幅を許可するために、十分に広帯域の反射が供給される
。
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【００８６】
前記チャープ・ブラグ回折格子４７０は、様々なラマン・オーダで帯域幅を調整する一方
で、前記ファイバ挿入損失を低減することを可能にする。商業用の回折格子は、４０乃至
５０ナノメートルの大きさの帯域幅のものが入手可能である。また、前記回折格子の周期
性における長さ及び変形を調節することで、前記帯域幅を制御することができる。前記回
折格子の各々の中央における前記ブラグ状態は、前記カスケード・ラマン・オーダの最大
利得波長と一致する。しかしながら、ファイバ・ブラグ回折格子の一つの特徴は、それら
が反射モードのみで動作することである。そして、前記回折格子は、前記サーキュレータ
（circulator）４６０のポート２に導入される。
【００８７】
光学サーキュレータ４６０は、一つの方向のみに、ポートからポートへと順番に光の方向
を変える、非相互装置（non-reciprocal device）である。特定すれば、ポート１からの
入力は、ポート２へと方向を変えられる。しかしながら、ポート２に入る逆信号は完全に
、使用可能な信号として、ポート３に伝送される。ポート１及び３は、完全に絶縁される
。光学サーキュレータは、偏光独立に、及び低挿入損失であるように作られる３ポート結
合装置である。また、光学サーキュレータは、光学アイソレータ技術に基づいており、そ
れはこの点で確立されている。
【００８８】
前記サーキュレータ４６０は、前記ポンピング及びカスケード・ラマン・オーダ波長で適
切に動作するのに十分広い帯域であるべきである。前記サーキュレータの二つのポート（
ポート１及び３）は、ラマン利得ファイバ４００及び４１０の長さによって接続される。
このラマン利得ファイバは、上述のとおり、分散補償のすべての属性を有する。前記利得
ファイバは、二つの区分に分割され、その各々は有効にポンピングされる。波長λpにお
ける前記ポンピング４２０及び４４０は、ＷＤＭカプラ４３０及び４５０を使用して、時
計回りに導入される。これらのカプラは、前記ポンピング波長に亘って伝送する一方で、
前記カスケード・ラマン・オーダ及び前記信号波長を通過する。前記ポンピング及び様々
なカスケード・ラマン・オーダは、前記ループの周りを時計方向に循環する。
【００８９】
前記信号は、前記ポンピング及び前記様々なカスケード・ラマン・オーダとは反対に、時
計とは逆周りで、前記サーキュレータ・ループを渡る。前記信号４９０は、ＷＤＭ４８０
を使用して、前記ラマン利得ファイバの一端に導入され、及びＷＤＭ４９５を使用して前
記ファイバの他の一端から除去される。これらＷＤＭは、前記信号波長に亘って伝送する
一方で、前記ポンピング及び前記カスケード・ラマン・オーダを通過する。
【００９０】
８．ラマン増幅器を伴うＷＤＭシステムに関する利得等化
多重波長ＷＤＭチャネルを伴うこれら実施形態のいずれかを使用するために、前記利得を
等化するためのいくつかの手段を、前記増幅器の出力において含むことは、最も必要であ
ろう。交替に、図４（ｃ）に記載のとおり、前記利得等化は、二区分利得ファイバにおけ
る中段アクセスに配置されることができる。この波長依存性又は前記利得帯域の非均一性
は、単一チャネル伝送に対してほとんど影響を持たない。しかしながら、それは前記増幅
器を、一連の増幅器を通して、多重チャネル・オペレーションに適さないものにする。異
なる波長でのチャネルが一連の増幅器を通して伝播すると、それらは利得及び信号対ノイ
ズの比に関して、それらの間の増加する不一致を集積する。利得均化素子を使用して、長
い一連の増幅器の使用可能な帯域を、顕著に増加させることができる。例えば、前記ＤＭ
ＲＡは、異なるチャネルに対して利得等化を供給するために、利得均化素子がそれに続く
ことができる（図１を参照）。
【００９１】
前記利得均化素子を実行することの問題は、要求されるフィルタ機能の複雑性によって決
定され、それは前記利得スペクトルに適合するために必要とされるガウス又はフーリエの
項（Gaussian or Fourier term）の数に従って特徴付けられることができる。例えば、典
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型的なＥＤＦＡ利得帯域は、５つのガウスの項が使用可能な帯域に適合することを要求す
る（図７（ａ））。一方で、前記ラマン利得スペクトル（図７（ｂ））は、もっと滑らか
であり、たった二つのガウスの項を使用することで適度に適合されることができる。その
結果ラマン増幅器に対する利得等化は、ＥＤＦＡに対するものよりも単純である。
【００９２】
利得均化フィルタ・タイプに対して、少なくとも４つのアプローチ（approach）がある。
異なるアプローチ及びそれらの間のトレードオフ（trade-off）は、以下を含む：
・マッハ・ツェンダ干渉計。単純な機能。赤又は青色帯域フィルタに有用。ノッチ（notc
h）又は広帯域フィルタにはあまり有用ではない。
・格子装置。一連のカプラ及び遅延線。フーリエ級数（Fourier series）を使用して、ノ
ッチ・フィルタ及び前記広帯域エルビウム・スペクトルに適合することができる。
・誘電フィルタ。広帯域及びノッチ・フィルタが可能である。フーリエ級数も同様である
。
・長期回折格子。広帯域及びノッチ・フィルタが可能である。ガウス級数も同様である。
これらの選択のうち、マッハ・ツェンダ干渉計は、おそらく最も安く、最も簡単に作られ
る。それゆえに、図１に記載の前記利得等化素子６０は、二つのマッハ・ツェンダ干渉計
を使用して費用効果的に実行されることができる。
【００９３】
９．ＤＳファイバを使用した伝送リンクに関するＷＤＭシステム
約１５５０ナノメートルのゼロ分散波長を伴う従来のＤＳファイバに基づいた伝送システ
ムは、多重ＷＤＭチャネル及びＥＤＦＡを使用してそれらの容量を更新するときに、大き
な問題に直面する。ＥＤＦＡに関する利得帯域は、およそ１５３５乃至１５６５ナノメー
トルに及び、典型的には１５４０乃至１５６０ナノメートルの均された利得区分を伴う。
４ＷＭからのペナルティによって、前記ゼロ分散波長に近接した波長（すなわち、およそ
１５４０乃至１５６０ナノメートル）は、ＷＤＭシステムには使用できない。それゆえに
、ＥＤＦＡの有用な帯域幅のほとんどは、伝送リンクにおいてＤＳＦを使用する時は、Ｗ
ＤＭ更新に対して使用できない。
【００９４】
しかしながら、ＷＤＭシステムは、ゼロ分散波長から十分に離れた、「紫色帯域」（すな
わち１４３０乃至１５３０ナノメートル）へと動くことによって、ＤＳＦに基づいた伝送
システムにおいて実行されることができる。ラマン増幅器は、ここに説明された従来技術
及びＤＭＲＡに基づいた設計を含む、この波長ウィンドウに利得を供給するために使用さ
れることができる。紫色帯域におけるＤＳＦに対する分散の有限の負の値のために、ＷＤ
Ｍシステムに関する主な非線形性ペナルティが管理される。すなわち、有限分散値のため
に、４ＷＭはもう位相整合しない。また、オペレーションは、通常の分散状況（すなわち
、Ｄ＜０）なので、ＭＩは前記伝送リンクにおいては避けられる。
【００９５】
伝送線が分散管理されることができるように、ＤＭＲＡを使用することはより効果的であ
る。４ＷＭを避けるために、局所分散が高い一方で、分散パルスの広がりを避けるために
、前記リンクに亘る平均分散はおよそゼロである伝送システムを参照する。分散管理は、
伝送線分散が、正と負の値の間の符号が変化することを要求し、一定の伝送スパンに亘る
集積分散の打ち消し（cancellation）を可能にする。ＤＳＦに基づいた伝送システムにお
いて、ＤＭＲＡは、前記利得ファイバとしてスタンダード分散ファイバを使用することに
よって、分散管理を簡単に供給することができる。スタンダード・ファイバは大量需要が
ある成熟した商品であるので、これは前記利得ファイバの費用を低減させる追加的効果を
有する。
【００９６】
ＤＳＦリンクを伴う分散管理ＷＤＭ伝送システムの例示的な設計が、図８（ａ）乃至８（
ｃ）に記載される。入力信号５３０及び出力信号５４０は、多重波長ＷＤＭチャネルであ
り、それらは典型的には１００ギガヘルツ（又は０．８ナノメートル）で均一に間隔を置
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かれる。ＤＳＦ５１０及びＤＭＲＡ５７０のリンクを含む区分を伴う前記伝送線は、周期
的である。例えば、前記ＤＭＲＡは、１４３０乃至１５３０ナノメートルの紫色帯域にお
いて動作すると仮定され、及び前記利得ファイバは、スタンダード分散を都合よく有する
。必要であれば、利得イコライザ５８０はまた、前記伝送線内に周期的に配置される。上
述のとおり、利得イコライザは、マッハ・ツェンダ干渉計のたった一つ又は二つの段でも
よい。前記利得イコライザは、各ＤＭＲＡに沿って都合よく含まれることができる。
【００９７】
図８（ａ）乃至８（ｃ）は、この例示的なシステムにおける分散及び非線形性管理も示す
。特に、前記局所分散は、伝送リンクにおいては負であるが、ＤＭＲＡにおいては正であ
る。前記ＤＭＲＡに関する分散補償ファイバの適切な選択をすると、上述のとおり、前記
集積分散は、前記ＷＤＭ波長帯域の中間における各伝送区分において相殺するように作ら
れることができる。
【００９８】
１０．多重帯域ＷＤＭシステムにおけるチャネルの対称的追加による利得傾斜の最小化
前記ファイバの帯域幅利用が増加すると、予想される主な問題は、前記ラマン効果から生
じるエネルギ交換による、前記帯域にわたる利得傾斜である。特に、前記ラマン効果は、
エネルギを、より短い波長からより長い波長にシフトする。また、前記ラマン利得は、お
よそゼロの周波数差から、１３．２テラヘルツ（又は１５５０ナノメートルの波長周辺の
およそ１００ナノメートル）でのそのピークに増加させる。それゆえに、前記ラマン効果
は、小さな周波数差から１３．２テラヘルツまでの周波数分離に間隔を置かれたＷＤＭチ
ャネルに重要であり、及びＣＷチャネルに関するエネルギ交換の大きさは、増加する周波
数分離とともに増加する。また、上述の説明から、新しい波長帯域が加えられると、ラマ
ン利得傾斜は、次第に重要な効果になることが明らかになるであろう。ラマンからの一次
効果は、エネルギ交換であり、二次効果は、チャネル・クロストークであるかもしれない
。
【００９９】
今日の長距離のファイバ光学伝送システムは、エルビウムドープファイバ増幅器（erbium
-doped fiber amplifier）（ＥＤＦＡ）を使用する。ＥＤＦＡに関する従来の帯域（Ｃ帯
域）は、およそ１５３０乃至１５６５ナノメートルであり、３５ナノメートルの幅である
。いくつかのスパンがカスケードされ、及び波長の数が増加すると、ラマン利得傾斜から
の影響（すなわち、より短い波長におけるより少ない利得及びより長い波長におけるより
多い利得）は、すでに認められている。前記傾斜は、前記システム帯域幅が増加するにつ
れて悪化すると思われる。
【０１００】
帯域幅に対する要求が増え続けるにつれて、新しい波長帯域：長波長又はＬ帯域を加える
方法がある。このＬ帯域は、およそ１５６５乃至１６１０ナノメートルに及ぶので、前記
Ｃ及びＬ帯域の間のその結果の合計帯域幅は、およそ８０ナノメートルになるであろう。
前記より広い波長範囲は、ラマン利得のピークに近づき始めることが認められる。それゆ
えに、前記新しい帯域の追加は、すでに配置されたＣ帯域にわたる顕著なラマン利得傾斜
を生じると思われる。
【０１０１】
ラマン利得傾斜変化を説明するための、多くのグループが、理論的及び実験的の両方で、
前記効果を研究してきた。例えば、シーメンス（Siemens）のグループはＣ帯域のみ、及
び結合されたＣ及びＬ帯域にわたる利得傾斜の効果を研究してきた（光学ファイバ通信会
議　ＯＦＣ１９９９年、サン・ディエゴ、カリフォルニア州、１９９９年２月、投稿論文
ＷＪ－６に掲載された、Ｐ．Ｍ．クルムリック、Ｅ．ゴットヴァルト、Ａ．マイヤ、Ｃ．
Ｊ．ヴァイスク及びＧ．フィッシャ、「双方向ＷＤＭ伝送におけるチャネル電力バランス
に対するＳＲＳの影響」）。彼らは、以下の帯域を定義する：
「青色帯域」　－　Ｃ帯域における１５３０乃至１５４５ナノメートル
「赤色帯域」　－　Ｃ帯域における１５４５乃至１５６０ナノメートル
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「高帯域」　　－　Ｌ帯域における１５７０乃至１６０５ナノメートル
　図９（ａ）及び（ｂ）は、前記Ｃ帯域のみに関する、シーメンスからの実験結果を示し
（青色帯域から赤色帯域へのラマン利得傾斜）、及び前記最大変化は、前記帯域のどちら
か半分にわたり、およそ１デシベルよりも小さい。一方で、図１０は、Ｌ帯域追加を伴う
Ｃ帯域に関するシーメンスの計算を示し、及びいずれかの帯域における最大変化は、４デ
シベルの大きさでもよい。
【０１０２】
新しい帯域が、現存する帯域における変化を要求することなく、及び現存する帯域への影
響を最小化することなく導入されることができる場合、それは有効である。しかしながら
、前記ラマン効果によって、現存するＣ帯域ＥＤＦＡは、調整可能な利得傾斜を供給する
ための装置に後付けされなければならない。前記利得傾斜は、チャネルの数、前記チャネ
ル間隔、前記スパン長、及び前記全体の帯域幅に依存するので、調整可能な利得傾斜を有
することは価値がある。しかしながら、新しい帯域を追加する一方で現存するＣ帯域にお
ける変化を最小化することが、望ましいであろう。新しい「ノブ（knob）」は常に追加さ
れる新しい帯域へ導入されることができるが、現存する帯域から新しい特性を要求するこ
とは難しい。
【０１０３】
　Ｃ帯域における変化を最小化するための帯域の対称的追加
Ｃ帯域における変化を最小化するための簡単な方法は、Ｃ帯域の短波長及び長波長サイド
の両方に、対照的にチャネル又は帯域を追加することである。そして、より長い波長チャ
ネルは、Ｃ帯域からエネルギを除去するかもしれないが、より短い波長チャネルは、前記
エネルギを補給するであろう。前記利得傾斜のスロープは、有効電力のみに依存している
が、帯域の対称的追加は、利得変化のゼロ交差又は支点を、Ｃ帯域の中央に移動させるこ
とができる。
【０１０４】
実験は、前記Ｃ帯域への変化を最小化するための、帯域の対称的追加の潜在的な効果を説
明してきた。例えば、ＮＴＴ未来ねっと研究所（NTT Network Innovation Laboratories
）は、分散シフト・ファイバの１００キロメートルに亘る３帯域伝送を実行した（光学フ
ァイバ通信会議ＯＦＣ１９９９年、サン・ディエゴ、カリフォルニア州、１９９９年２月
、投稿論文ＷＪ－２に掲載された、Ｊ．カニ、Ｋ．ハットリ、Ｍ．ジンノ、Ｓ．アイサワ
、Ｔ．サカモト及びＫ．オグチ、「分散シフト・ファイバを通した三重波長帯域ＷＤＭ伝
送」）。図１１は、三つの帯域を伴う彼らの実験結果を示す：より短い波長帯域が有効損
失を受け、より長い波長帯域が利得を受ける一方で、前記Ｃ帯域（又は彼らが呼ぶところ
のＭ帯域）は、前記帯域にわたり最小の変化を有する。
【０１０５】
より特定的に、すでに配置されたファイバ及びそれらの低損失ウィンドウに適用される以
下の帯域を説明する：
Ｓ+帯域：１４３０乃至１４８０ナノメートル
Ｓ帯域：１４８０乃至１５３０ナノメートル
Ｃ帯域：１５３０乃至１５６５ナノメートル
Ｌ帯域：１５６５乃至１６１０ナノメートル
ＥＤＦＡは、Ｃ帯域及びＬ帯域のために存在する。しかしながら、より短い波長Ｓ帯域及
びＳ+帯域に関しては、ラマン光学増幅器が使用されることができる。前記Ｃ帯域周辺の
周波数又はエネルギに対照的に配置されるようにチャネルを追加する場合（すなわち、前
記Ｌ帯域における一つのチャネル及び前記Ｓ帯域における対称チャネル）、前記ラマン利
得傾斜からの効果は、Ｃ帯域において最小化されるであろう。
増幅器に対するラマン利得傾斜の影響
前の図から、前記Ｓ帯域は、ラマン・エネルギ交換による損失を補償するためだけよりも
、光学増幅器からより多くの利得を必要とするであろうことが明らかであろう。同様に、
損失を補償するためだけよりも少ない、前記Ｌ帯域光学増幅器からの利得が、ラマン・エ
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ネルギ交換のために必要とされるであろう。
【０１０６】
ほとんどのデジタル・システム（digital system）は、２．４Ｇｂ／ｓシステムに対して
約２０デシベルの信号対ノイズ（ＳＮＲ）比を必要とする。同じＳＮＲが三つすべての帯
域に要求されるので、前記Ｓ帯域において必要とされるより高い利得はまた、前記Ｓ帯域
光学増幅器に対して追加の要求をする。すなわち、より高い利得は通常、より多くのノイ
ズ（すなわち、増幅された自然放出）を意味し、それはＳＮＲに悪い影響を与える。Ｓ帯
域及びＣ帯域において同じＳＮＲを維持するための一つの方法は、Ｓ帯域におけるビット
・レート（bit rate）を低減することである。交替に、同じＳＮＲは、Ｃ帯域におけるよ
りもＳ帯域においてより低いノイズ値（ＮＦ）を伴う光学増幅器を使用することによって
、維持されることができる。
【０１０７】
前記Ｃ帯域及びＬ帯域は、前記光学増幅器のためにＥＤＦＡを使用する。しかしながら、
前記Ｓ帯域は、ラマン増幅器を使用することができる。原理上は、ラマン増幅器は、４段
階様システムであるので、ＥＤＦＡよりも低いノイズ値を有することができる。すなわち
、前記ノイズ値は、Ｎ2／（Ｎ2－Ｎ1）に比例し、Ｎ2は上位キャリア密度（upper level 
carrier density）であり、Ｎ1は基底状態キャリア密度である。このパラメータは通常Ｅ
ＤＦＡに関する１よりも大きい一方で、ラマン増幅器における１とおよそ等しい。
【０１０８】
前記Ｓ帯域に関する向上したＮＦを達成するための他の手段は、（次の項で説明されると
おり）分布ラマン増幅を使用することである。例えば、タイコ・サブマリン・システム（
Tyco Submarine System）による実験（Ｍ．Ｘ．マ、Ｈ．Ｄ．キドルフ、Ｋ．ロットウィ
ット、Ｆ．Ｗ．ケルフット、及びＣ．Ｒ．デビッドソン、「８×２．５Ｇｂ／ｓＮＲＺ伝
送を使用する５２８０キロメートルＷＤＭシステム実験における２４０キロメートルのリ
ピータ間隔（repeater spacing）」ＩＥＥＥフォトニクス技術報告、第１０巻、８９３乃
至８９６ページ（１９９８年））は、分布増幅が、ディスクリート増幅器と比較して、Ｎ
Ｆにおける-２デシベルの低減又は向上を生じることを示す。各増幅器の場所にディスク
リートＳ帯域増幅器を配置する代わりに、前記Ｓ帯域波長から－１３．２テラヘルツ、波
長が短いポンピングが導入されるであろう（すなわち、ポンピングは、１３３０ナノメー
トル乃至１４３０ナノメートルでよい）。
【０１０９】
前記Ｃ帯域周辺の新しいチャネルの対称的追加は、ラマン効果の一次影響を解決するだけ
であることが認められる－すなわち、前記利得傾斜は、エネルギ交換から生じる。チャネ
ル間干渉からの第二の効果もあるかもしれない。これら第二の項は、チャネル間の十分な
分散を保証することによって、小さく維持されることができるので、パターン依存クロス
トークを低減するために、チャネル間に十分なウォーク・オフ（walk-off）がある。
【０１１０】
１１．多重帯域ＷＤＭシステムにおける分布ラマン増幅
上述の項は、新しい帯域が追加され、及び前記チャネル数が増加するにつれて、次第に重
要になる４ＷＭ及びラマン利得傾斜からの非線形性減衰を説明した。これら非線形性減衰
を最小化するための他の方法は、波長チャネル当たりの電力を低減することである。これ
は、分布ラマン増幅を使用することによって、レシーバにおける信号対ノイズ比のグラデ
ーションなく達成されることができる。特に、分布ラマン増幅は、ラマン・オシレータ又
はレーザ・ダイオードを伴う伝送線を構成するファイバを直接ポンピングすることによっ
て、達成されることができる。前記ポンピング光は、前記伝送ファイバにおける固有ラマ
ン利得を使用して、信号に対するラマン利得を生成する。前記利得は前記伝送線に固有で
あるので、これは現存するファイバ光学システムを更新する適切な手段を供給する。
【０１１１】
分布ラマン増幅は、前記ファイバにおける損失を取り消し又は補償するので、チャネル当
たりの電力は低減されることができる。前記他の方法、分布ラマン利得は、そのディスク
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リート増幅器に相当するものよりも効果的により良いノイズ値を有する。前記チャネル電
力は、非線形性が重要でなくなる点まで下げられることができる。例えば、典型的な伝送
システムにおいて、チャネル当たり、０ｄＢｍ（１ｍＷ）の電力はＯＣ－４８又は２．５
Ｇｂ／ｓで使用され、６ｄＢｍ（４ｍＷ）はＯＣ－１９２又は１０Ｇｂ／ｓで使用される
。分布増幅を追加することで、ＯＣ－１９２システムは、－１３ｄＢｍ（０．０５ｍＷ）
くらい低いチャネル当たりの電力を伴い、実験室で実証された。
【０１１２】
分布ラマン増幅はまた、利得制御又は利得クランプ（gain clamping）にも役立つことが
できる。すなわち、チャネルが加えられ又は落とされる時、例えば光学アド／ドロップ・
マルチプレクサが使用される時、前記利得レベルの変化を有することは望ましくない。チ
ャネル当たりの電力は、顕著に低減されるので、この利得クランプ問題は、分布ラマン増
幅を使用することによって、大幅に解決することができる。前記より低い電力は、無視で
きる利得すなわちポンピング枯渇があることを保証する。それゆえに、チャネル当たりの
低電力と無視できる利得枯渇の組み合わせは、有効な利得クランプを供給する。
向上したノイズ値を示す計算
分布ラマン増幅は、伝送線における増幅器の有効ノイズ値を向上する。異なる増幅体系に
対するノイズ値の例は、伝送長の関数（すなわち、周期的に増幅されるシステムにおける
一つの期間の長さ）として図１２乃至１４に記載される。
【０１１３】
ヤリヴ（Yariv）は、彼の論文「周期的又は分布光学増幅を伴うファイバ・リンクにおけ
る信号対ノイズの考察」（オプティクス報告、１５巻、１０６４乃至１０６６ページ（１
９９０年））において、信号対ノイズ比を計算する方法を説明した。Ｅ．デサビルは、彼
の本「エルビウムドープファイバ増幅器、原則と応用」ジョン・ウィレー・アンド・サン
、１９９４年の中で、分布増幅器を説明した。その方法体系の詳細は、デサビルの論文「
ラマン活性ファイバ遅延線の論理と実践」（光波技術のＩＥＥＥジャーナル、１９８６年
４月、４２６乃至４４３ページ）で見ることができる。しかしながら、この論文は双方向
ポンピングを扱っておらず、前記信号及び前記ポンピングの両方に対する減衰定数が同じ
である場合のみを検討する。ヤリヴは、ポンピングの効果については一切触れていない。
彼らの一般的なアプローチに続いて、我々は異なる減弱定数及び前方並びに後方ポンピン
グの変化する挿入を伴う双方向ポンピングの場合に関する一般的な場合の、閉形式の解決
法を引き出すことができた。前記双方向の場合に関する我々の方法によって、前記前方並
びに後方ポンピングに関する減衰定数は、前記信号のそれとは異なることができる。予想
のとおり、我々の方法は、コンピュータを使用して評価される必要があるいくつかの積分
を伴う。前記信号及びポンピング減衰定数が同じである場合には、我々はデサビルの公式
に解析的に賛同するために、我々の一般的な式を削減することができた。双方向ポンピン
グの場合に関しては、我々の式は、交差点を前記伝送線の始まりにする、デサビルの後方
ポンピングの場合へと削減する（すなわち後方ポンピングではない）。
【０１１４】
その結果が、いくつかの図に示される。図１２は、前記信号及び前記ポンピングに関する
減衰定数が同じである特別な場合に関して、我々のノイズ値が、デサビルが彼の本（図２
．２０、１２６ページ）で提示したものと同一であることを示すが、我々の最長の線の長
さは、デサビルの最大の線の長さがたった５０キロメートルであるのと比較して、８０キ
ロメートルである。前記減衰定数は、０．２デシベル／キロメートルと仮定される。この
図には５つのグラフがある：それらはＡ、Ｂ、Ｃ、１、及び２が付けられている。曲線Ａ
及びＣは、まとめられた増幅器の場合である：Ａは前記線の始めにおける前記増幅器の場
合で、前記線がその後に続く；Ｃは、その反対の場合で、すなわち線が最初で、それから
増幅器、という場合である。曲線Ｂは、均一に分布した増幅に関する。一方で、グラフ１
は前方分布ラマンポンピングに関し、及びグラフ２は後方分布ラマンポンピングに関する
。図１３は、前記ポンピング減衰定数が０．５デシベル／キロメートルであると仮定され
る一方で、前記信号減衰定数が０．２デシベル／キロメートルで維持されることを除いて



(24) JP 5069825 B2 2012.11.7

10

20

30

40

50

、図１２と同じである。この後半の状態は、ほとんどの現在配置されたファイバに関する
現実により近い。
【０１１５】
これらの図から明らかであるとおり、ケースＡは、最低ノイズ値を有し、及びケースＣは
最高値を有する（８０キロメートル線で、それぞれ４．７デシベル及び１８．９６デシベ
ル）。前記均一分布利得は、８０キロメートルの長さで９．２３デシベルのノイズ値（グ
ラフＢ）を与え、それはケースＡ及びＣの間である。前記増幅器によって導入されるノイ
ズは、前記ファイバ伝送によっても減衰される一方で、より悪い場合（ケースＣ）におい
ては、前記ノイズは、正に端部において導入されるので、第一の増幅器（ケースＡ）が最
善である。前記ポンピング減衰定数を０．２デシベル／キロメートルから０．５デシベル
／キロメートルに増加させる時、前記前方ラマン・ポンピングに関するノイズ値は、６．
２３デシベルから５．２０デシベルに下がるが、前記後方ラマン・ポンピングに関しては
、１３．３３デシベルから１６．１０デシベルに上がる。これは、前記ポンピング減衰が
増加するにつれて、前記分布増幅器が、前記ディスクリート増幅器の場合により近づくか
らである。
【０１１６】
図１４は、（１）前方ラマン・ポンピング、（２）後方ラマン・ポンピング、及び（３）
双方向ラマン・ポンピングに関するノイズ値を示し、そのすべては０．２デシベル／キロ
メートルの減衰定数を有する。グラフ４は、０．５デシベル／キロメートルに設定された
ポンピング減衰定数を有する双方向の場合に関する。双方向の場合に関しては、前記前方
及び後方ポンピングの挿入が、前記線の部分の中間になると仮定する。８０キロメートル
部分での前記四つのグラフに関するノイズ値は、それぞれ６．２３、１３．３３、１５．
００及び１６．２５デシベルである。前記グラフは、長距離を置いた、前記双方向の場合
に関するノイズ値が、前記後方ポンピングの場合のそれよりも悪いことを示す。しかしな
がら、前記線の長さが小さい（４０キロメートル以下である）場合、前記後方ポンピング
された場合に対していくつかの改良が可能である。デサビルによって指摘されたとおり、
双方向ポンピングは、（改良されたノイズ値の可能性に加えて）二つの効果を有する：（
１）両方のファイバの端部における低減された入力ポンピング電力と；及び（２）前記フ
ァイバに沿ったより均一な媒体の反転であり、それは短いパルスを使用して高ビット・レ
ートにおいて特に重要となりうる。
分布ラマン増幅を使用する実験
ファイバ伝送システムにおける前記非線形効果は、多くの最近の実験で説明された分布又
は複合ラマン増幅の使用によって、避けることができる。例えば、ＮＴＴ未来ねっと研究
所における研究は、単一波長帯域におけるゼロ分散領域周辺のＤＳＦでの伝送を実証した
。特に、彼らは５０ギガヘルツ間隔及び８×８０キロメートルに対する１０Ｇｂ／ｓを伴
う３２チャネルの高密度ＷＤＭ（ＤＷＤＭ）伝送を実証する（Ｎ．タカチオ、Ｈ．スズキ
、Ｈ．マスダ及びＭ．コガ、光学ファイバ通信会議ＯＦＣ１９９９年、１９９９年２月、
サン・ディエゴ、カリフォルニア州、締め切り後論文ＰＤ－９に掲載）。通常は、前記ゼ
ロ分散波長の近隣におけるＤＷＤＭシステムは、４ＷＭペナルティに苦しむ。しかしなが
ら、分布ラマン増幅の使用を伴う－１３ｄＢｍに前記チャネル電力を下げることによって
、４ＷＭは避けられ、及びその結果はＤＳＦにおけるＤＷＤＭ伝送の実施可能性を立証す
る。
【０１１７】
ほぼ同時に、ベル研究所／ルーセント・テクノロジーにおける他のグループが、単一波長
帯域における４ＷＭ又は他の非線形性ペナルティのない、前記ゼロ分散波長に近いＤＷＤ
Ｍ伝送を実証した（Ｐ．Ｂ．ハンセン、Ａ．ステンツ、Ｔ．Ｎ．ニールセン、Ｒ．エスピ
ンドラ、Ｌ．Ｅ．ネルソン及びＡ．Ａ．アブラモヴ、光学ファイバ通信会議ＯＦＣ１９９
９年、１９９９年２月、サン・ディエゴ、カリフォルニア州、締め切り後論文ＰＤ－９に
掲載）。彼らは、いくつかの実験をする：（ａ）２５チャネル、１０Ｇｂ／ｓチャネルの
１００ギガヘルツ間隔、８×８３キロメートルの伝送；（ｂ）４９チャネル、１０Ｇｂ／
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ｓチャネルの５０ギガヘルツ間隔、４×８３キロメートルの伝送である。かれらは、複合
ラマン／エルビウムドープファイバ増幅器を使用することによって、ＤＳＦにおけるたっ
た４４０ｍＷのポンピング電力で、顕著な改善が得られるという結論に達する。
【０１１８】
これら二つの実験は、分布ラマン増幅が、単一帯域実験において効果的に、ＷＤＭチャネ
ルの間の非線形効果を最小化することができるということを示す（すなわち、前記実験は
、いわゆる「Ｃ帯域」又は１５３５乃至１５６５ナノメートルの従来の帯域においてのみ
実施される。）しかしながら、多重帯域伝送が検討される時、帯域当たり一つ以上のポン
ピング波長に対する必要性があるであろう。この場合、ポンピング間の非線形相互作用は
、異なる帯域における利得レベルでの大きな変化に通じうる。例えば、ポンピング間の前
記ラマン効果は、より短い波長ポンピングからエネルギを奪って、より長い波長ポンピン
グに通じるであろう。この相互作用を最小化するために、それらの間の相互作用を最小化
するように前記ポンピングを直交させる手段が必要とされる。
多重帯域の場合における分布ラマン増幅
広帯域分布ラマン増幅において、異なる帯域に対するポンピング間の非線形相互作用は、
交互の帯域ポンピングを空間的に分散することによって、及び／又は交互の帯域ポンピン
グを交差偏光することによって、最小化されることができる。一例として、すべてのＬam

pに配置されディスクリート増幅器で周期的に増幅されたシステムを検討する。典型的に
は、前記増幅器の間隔は、Ｌamp＝８０キロメートルのオーダでもよい。いくつかの場合
において、いくつかの中間点にアクセスがあってもよく、それは典型的には増幅器間のお
よそ中間でもよい。分布ラマン増幅を追加することが望ましい。これは、ラマン・オシレ
ータ又は前記伝送線をポンピングするためのレーザ・ダイオードのみを使用することによ
って、達成されることができる。増幅される必要がある多くの帯域があるかもしれないの
で：
λｉ＝帯域ｉにおける利得に対するラマン・ポンピング波長（一つ以上のポンピング波長
でもよい）
λｊ＝帯域ｊにおける利得に対するラマン・ポンピング波長（一つ以上のポンピング波長
でもよい）
ｉ，ｋ，ｍ．．．一組のポンピング帯域
ｊ，ｌ，ｎ．．．交互の組のポンピング帯域（すなわち上述の組から交互配置される）
を指定する。
【０１１９】
ディスクリート及び分布増幅器を具備する複合システムに関して、図１５（ａ）乃至１５
（ｄ）は、異なる波長帯域に対する前記ラマン・ポンピングを追加するための異なる構成
を示す。図１５（ａ）は、分布増幅が、逆伝播ラマン・ポンピングのみとともに追加され
、及び中点段におけるアクセスが存在すると仮定する状況を示す。特に、交互の帯域ポン
ピングは、ポンピング間の非線形相互作用を最小化するために、異なる空間点に追加され
る。中スパン・アクセス（mid-span access）は利用可能ではないが、双方向ポンピング
は可能である場合、図１５（ｂ）に記載の構成は使用されることができ、ポンピング間の
相互作用を最小化するために、異なる方向に交互の帯域ラマン・ポンピングが着手される
。双方向ポンピングが可能であり、及び中段アクセスも可能である場合、図１５（ｃ）に
記載の構成を使用して、より均一なポンピングが達成されることができる。最後に、逆伝
播ポンピングのみが可能であり、中段アクセスがない場合、前記交互ポンピング帯域が、
図１５（ｄ）に記載のとおり、交互のポンピング帯域は、直交偏光に着手されることがで
きる。この配列は、交差偏光された光に関するラマン利得が、順偏光された光に関するラ
マン利得の強さのおよそ１０分の１であるという事実を利用する。図１５（ｄ）に記載の
偏光多重伝送はまた、図１５（ａ）乃至１５（ｃ）に記載の他の体系のいずれかと有利に
結合されることができることが明らかであろう。
【０１２０】
上述の複合利得よりもむしろ、分布ラマン利得のみを使用することも、有利かもしれない
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。図１６（ａ）乃至１６（ｄ）は、分布ラマン増幅のみに関する対応するポンピング構成
を示す。再度、Ｌampの期間を伴う周期的に増幅されたシステムを仮定する。図１６（ａ
）は、中段アクセスが存在する純粋な逆伝播ポンピング体系を示す。前記交互のポンピン
グ帯域は、この場合空間的に分散される。図１６（ｄ）は、中段アクセスがない双方向に
ポンピングされた状況を示し、交互のポンピングが、異なる方向に着手される。図１６（
ｃ）は、より空間的に均一な利得を作るために、中段アクセスを加えた双方向ポンピング
の組み合わせを示す。最後に、図１６（ｄ）は、交差偏光された交互のポンピング帯域の
着手を示す。再度、図１６（ｄ）に記載の交差偏光されたポンピングは、図１６（ａ）乃
至１６（ｃ）に記載の構成のいずれかと有利に結合されることができる。
【０１２１】
要約すると、本発明の特徴は：
Ａ）　ラマン・アンプ（Raman amp）と結合された分散補償：
（１）前記利得ファイバが、伝送線に対する分散補償をするラマン・アンプ
（２）ファイバはポンピング及び信号に対する単一モードであり、前記ファイバに対する
遮断波長が、前記ポンピング波長よりも短いことを意味する
（３）前記増幅器利得レベルは、前記ファイバ・リンクの一区分における損失と同様に、
前記分散補償ファイバにおける損失の合計より大きいか又は等しく設定される
（４）前記利得ファイバの長さ及び分散は、前記増幅器の有効分散（Ｄ×Ｌ）ampが、前
記ファイバ伝送リンク（Ｄ×Ｌ）Linkにおける有効分散をほぼ相殺するように選択される
（５）同じ素子における光学利得を供給する光学増幅器はまた、前記リンクの分散も補償
する
（６）前記利得媒体は、レーザ・ダイオード又はラマン・オシレータによってポンピング
される分布利得媒体として機能するファイバである
（７）前記利得が、前記ファイバ・リンクにおける損失及び前記分散補償ファイバにおけ
る損失をほぼ補償するように、前記ポンピングレベルは調整される
（８）前記ラマン・オシレータは、カスケードされたラマン・オシレータである
（９）前記ファイバは、分散補償ファイバである
（１０）ファイバは、ポンピング及び信号に対して単一モードである（ファイバに対する
遮断波長は、前記ポンピング波長よりも短い）
（１１）前記ファイバ分散及び長さは、（Ｄ×Ｌ）Linkにほぼ等しくかつ反対である前記
伝送リンク（Ｄ×Ｌ）ampにおける合計の分散を相殺するように選択される
（１２）前記ファイバは、前記ポンピングに対して４Ｌeffより小さい場合、一方向から
ポンピングされる
（１３）前記ファイバの長さが、前記ポンピングに対する前記Ｌeffを超える場合、前記
ファイバは双方向にポンピングされることができる
（１４）前記ファイバの長さが、前記ポンピングに対する前記Ｌeffを実質的に超える場
合、前記ファイバは二つのポンピングを有する二つの部分に分割されることができる。前
記二つの増幅器区分は、アイソレータ、利得等化素子及び／又は光学アド／ドロップ・マ
ルチプレクサによって結合されてもよい。
（１５）前記利得ファイバが、伝送線に対して分散補償をするラマン・アンプ
（１６）前記利得は、１３９０乃至１５３０ナノメートルの波長範囲である
（１７）前記利得ファイバが分散補償ファイバであるラマン増幅器
（１８）前記ファイバ伝送リンクの有効分散を補償するように選択される長さ及び分散を
有するファイバ
（１９）前記ファイバの長さが２Ｌeffより大きい場合、それは双方向にポンピングされ
る
（２０）前記ファイバの長さが２Ｌeffより大きい場合、それは個別にポンピングされる
二つの部分に分割される。前記二つの区分は、アイソレータ、利得等化素子及び／又は光
学アド／ドロップ・マルチプレクサによって結合されてもよい
（２１）図４、５、及び６に記載の特定の構成
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Ｂ）ＤＳＦを伴う「紫色」帯域ラマン・アンプの使用
（１）分散シフト・ファイバの使用を具備し、及び１４３０乃至１５３０ナノメートルの
波長範囲でのオペレーションを伴うファイバ・リンク・システム
（２）多重波長ＷＤＭシステムが、最小限の非線形性ペナルティで動作することができる
ように、ゼロ分散波長を避けるように選択された波長範囲
（３）前記１４２０乃至１５３０ナノメートルの範囲内の増幅器は、ラマン増幅器である
（４）前記ラマン増幅器における前記ファイバは、分散補償素子としても機能するように
選択される
（５）前記１４３０乃至１５３０ナノメートルの範囲で動作するラマン増幅器を使用した
、分散シフト・ファイバにおけるファイバ伝送システム
（６）前記システムは、多重チャネルＷＤＭシステムである
（７）４ＷＭ及びパラメトリック増幅クロストークを低減するように選択された前記波長
範囲
Ｃ）分散管理システムを伴うラマン・アンプの使用
（１）前記分散補償素子が、ラマン・ポンピングによってポンピングされる分散管理シス
テム
（２）前記ラマンの利得レベルは、前記分散補償素子と同様に、前記ファイバ・リンクに
おける損失を補償するように選択される
（３）前記分散補償素子は、一つのラマン・ポンピングでポンピングされることができ、
又はＬ及びＬeffに従って、双方向に又は二つの区分においてポンピングされることがで
きる
（４）図８に記載の特定の構成
Ｄ）帯域の対称的追加
（１）前記Ｃ帯域における利得傾斜変化を最小化するために、前記Ｌ帯域におけるチャネ
ルは、前記Ｓ帯域におけるチャネルにほぼ等しい数で追加される。（チャネル数に関して
）前記ほぼ対称的なチャネル追加は、前記Ｃ帯域におけるラマン・エネルギ交換を相殺す
る
（２）前記Ｓ帯域における利得は、前記ラマン・エネルギ交換の責任を負うための線形損
失を補償するために必要とされるよりも大きくなければならない。同様に、前記Ｌ帯域に
おける利得は、線形損失を補償するために必要とされるよりも小さいべきである。
（３）前記Ｃ帯域及びＳ帯域における同じＳＮＲを有するために、前記Ｓ帯域におけるビ
ット・レートは下げられることができ、又は前記Ｓ帯域増幅器は、低ノイズ値を有する必
要がある。
（４）前記Ｓ帯域における増幅器は、ラマン増幅器でもよく、それは前記増幅器の４段階
性質により、より低いノイズ値を有することができる。
（５）前記ファイバに対する前記ゼロ分散波長は、十分なウォーク・オフがチャネル間干
渉を最小化することができるようにするために、３つの帯域すべての外側に留められるべ
きである。
（６）前記Ｃ及びＬ帯域における増幅器が、ディスクリート増幅器でもよい一方で、前記
Ｓ帯域増幅器は、向上したノイズ値を達成するために、分布増幅器でもよい。
（７）前記Ｓ帯域における分布ラマン増幅は、ディスクリート・レーザ・ダイオードを伴
う前記伝送線をポンピングすることによって、又はラマン・オシレータによって達成され
ることができる。
Ｅ）多重帯域を伴う分布ラマン増幅
（１）多重帯域分散システムにおいて、ポンピング間の相互作用又はエネルギ交換を最小
化するための、前記ポンピングを直交させる手段。
（２）広帯域分布ラマン増幅において、異なる帯域に対するポンピング間の非線形相互作
用は、交互の帯域ポンピングを空間的に分散することによって及び／又は交互のポンピン
グ帯域を交差偏光することによって、最小化されることができる。
（３）図１５（ａ）乃至１５（ｄ）に記載の前記複合システム。
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（４）図１６（ａ）乃至１６（ｄ）に記載の前記分布システム。
（５）前記分布ラマン増幅は、ディスクリート・レーザ・ダイオードを伴う前記伝送線を
ポンピングすることによって、又はラマン・オシレータによって達成されることができる
。
【０１２２】
本発明の実施形態が記載され及び説明されてきた一方で、これらの実施形態は、本発明の
すべての可能性のある形式を記載し及び説明するものではない。むしろ、本明細書で使用
される単語は、限定よりも説明のための単語であり、本発明の精神と範疇から逸脱するこ
となく、様々な変更がなされてもよいことが理解される。
【図面の簡単な説明】
【図１】図１は、典型的な伝送システムを示す図であり、周期的に前記リンク素子内に、
分散補償、光学増幅及び利得等化を供給する構成要素が挿入される。
【図２】図２は、１０００ナノメートルのポンピング波長での石英に対する測定されたラ
マン利得スペクトル（spectrum）を示すグラフである。
【図３】図３は、大きな負の分散を有する分散補償ファイバ（ＤＣＦ）に関する波長に対
する典型的な分散及び損失を示すグラフである；特に、これらの特性はライコム（Lycom
）製品で測定される。
【図４】図４（ａ）乃至４（ｆ）は、前記ＤＭＲＡに対する開ループ構成を示す図である
；図４（ａ）においては、双方向にポンピングされた利得ファイバが使用され、図４（ｂ
）においては、前記利得ファイバは二つの部分に分割され、及び前記構成は前記ポンピン
グ及び信号に対して逆伝播する；図４（ｂ）に対する代替として、図４（ｃ）は、利得等
化フィルタ又は光学アド／ドロップ・マルチプレクサ等の他の素子が、前記増幅器の前記
二つの区分の間に配置されてもよいことを示す；図４（ｄ）は、前記ポンピングが前記第
一の段の逆伝播へと挿入され、及び前記増幅器の第二の段に送られる、改良された二段増
幅器を示す；図４（ｅ）は、光学アド／ドロップ・マルチプレクサ等の中段素子を有する
、図４（ｄ）に記載の二段設計の他のバージョン（version）を示す；及び図４（ｆ）は
、前記合成増幅器に対するノイズ値における厳しい減衰なく、前記電力利得を上昇させる
ために、前記第二段において双方向ポンピングが使用される、図４（ｄ）に記載の基本的
設計のさらなる変形を示す。
【図５】図５は、サニャック・ラマン・キャビティに基づいたＤＭＲＡを示す図である。
この構成に関する一つの特性は、それが前記利得ファイバの双方向ポンピングを自動的に
有することである。
【図６】図６は、チャープ・ブラグ回折格子を有する循環ループ・キャビティに基づくＤ
ＭＲＡのさらに他の設計を示す図である；前記循環ループ・キャビティは、前記信号及び
ラマンポンピングオーダが逆伝播する一方で、前記チャープ・ブラグ回折格子が波長制御
を供給することを保証する。
【図７】図７（ａ）及び７（ｂ）は、前記ＥＤＦＡ及びラマン利得帯域の、異なるガウス
関数との適合を示すグラフである；図７（ａ）に記載の前記ＥＤＦＡ帯域が、５つのガウ
ス関数を必要とする一方で、図７（ｂ）に記載のラマン利得帯域は、二つのガウス関数で
十分に概算されることができる。
【図８】前記伝送ファイバがＤＳファイバに基づいている、例示的な分散管理ＷＤＭ伝送
システムを示す、図８（ａ）は図であり、図８（ｂ）及び（ｃ）はグラフである。；例と
して、前記ラマン利得ファイバは、スタンダード分散ファイバでもよい；さらに多重波長
に対して、利得イコライザは前記増幅器とともに周期的に配置されることができる。
【図９】図９（ａ）及び９（ｂ）は、従来のＣ帯域（光学ファイバ通信会議　ＯＦＣ１９
９９年、サン・ディエゴ、カリフォルニア州、１９９９年２月、投稿論文ＷＪ－６に掲載
された、Ｐ．Ｍ．クルムリック、Ｅ．ゴットヴァルト、Ａ．マイヤ、Ｃ．Ｊ．ヴァイスク
及びＧ．フィッシャ、「双方向ＷＤＭ伝送におけるチャネル電力バランスに対するＳＲＳ
の影響」から引用）の青色及び赤色帯域に対する利得傾斜を示すグラフである。
【図１０】図１０（ａ）及び１０（ｂ）は、長波長Ｌ帯域（光学ファイバ通信会議　ＯＦ
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Ｃ１９９９年、サン・ディエゴ、カリフォルニア州、１９９９年２月、投稿論文ＷＪ－６
に掲載された、Ｐ．Ｍ．クルムリック、Ｅ．ゴットヴァルト、Ａ．マイヤ、Ｃ．Ｊ．ヴァ
イスク及びＧ．フィッシャ、「双方向ＷＤＭ伝送におけるチャネル電力バランスに対する
ＳＲＳの影響」から引用）を補足される時の、前記従来のＣ帯域に対する利得傾斜を示す
グラフである。
【図１１】図１１は、各帯域が個別に着手され及び三つすべての帯域が一緒に着手される
時の、異なる帯域における電力ペナルティを示すグラフである（光学ファイバ通信会議Ｏ
ＦＣ１９９９年、サン・ディエゴ、カリフォルニア州、１９９９年２月、投稿論文ＷＪ－
２に掲載された、Ｊ．カニ、Ｋ．ハットリ、Ｍ．ジンノ、Ｓ．アイサワ、Ｔ．サカモト及
びＫ．オグチ、「分散シフト・ファイバを通した三重波長帯域ＷＤＭ伝送」から引用）。
【図１２】図１２は、異なる場合に関するファイバ長に対する算出された光学ノイズ値を
示すグラフである；前記ポンピング及び信号減弱の両方は、ファイバにおいて０．２デシ
ベル／キロメートルになると仮定される；（Ａ）ファイバの前の増幅器、（Ｂ）均一に分
布した増幅器、（Ｃ）増幅器の前のファイバ、（１）前方ポンピングラマン増幅器、及び
（２）後方ポンピングラマン増幅器である。
【図１３】図１３は、異なる場合のファイバ長に対する算出された光学ノイズ値を示すグ
ラフである；図１２においてより現実的であり、ここでは前記ポンピング減弱は、０．５
デシベル／キロメートルと仮定される一方で、前記信号減弱は、前記ファイバにおいて０
．２デシベル／キロメートルであると仮定される；（Ａ）ファイバの前の増幅器、（Ｂ）
均一に分布した増幅器、（Ｃ）増幅器の前のファイバ、（１）前方ポンピングラマン増幅
器、及び（２）後方ポンピングラマン増幅器である。
【図１４】図１４は、異なる種類の分布ラマン増幅器のファイバ長に対する算出された光
学ノイズ値を示すグラフである；（１）０．２デシベル／キロメートルのポンピング及び
信号減弱を仮定する前方ポンピングラマン増幅器、（２）０．２デシベル／キロメートル
のポンピング及び信号減弱を仮定する後方ポンピングラマン増幅器、（３）０．２デシベ
ル／キロメートルのポンピング及び信号減弱の両方を仮定する双方向ポンピングラマン増
幅器、及び（４）前記ポンピング減弱定数が、０．５デシベル／キロメートルであると仮
定される点を除いて、（３）と同じ条件である双方向ポンピングラマン増幅器である。
【図１５】図１５（ａ）乃至１５（ｄ）は、ディスクリート及び分布増幅器を具備する複
合システムを示す図である；図１５（ａ）においては、分布増幅は、逆伝播ラマンポンピ
ングのみが加えられ、中点段においてアクセスが存在すると仮定する；ポンピングの間の
非線形相互作用を最小化するために、異なる空間点において交互の帯域ポンピングが加え
られる；図１５（ｂ）においては、中スパン・アクセス（mid-span access）は使用でき
ないが、双方向ポンピングは使用でき、ポンピングの間の相互作用を最小化するために、
交互の帯域ラマンポンピングが異なる方向に着手されるこの構成が使用されることができ
る；図１５（ｃ）においては、双方向ポンピングが使用されることができ、中段アクセス
も使用可能であり、この体系を使用してより均一なポンピングが達成されることができる
；図１５（ｄ）においては、逆伝播ポンピングのみが使用されることができ、中段アクセ
スはなく、前記交互のポンピング帯域は、直交偏光されて着手されることができる；図１
５（ｄ）に記載の前記偏光多重送信は、図１５（ａ）乃至１５（ｃ）に記載の他の体系の
いずれかと、有利に結合されることもできる。
【図１６】図１６（ａ）乃至（ｄ）は、図１５（ａ）乃至（ｄ）に記載された複合利得よ
りもむしろ、分布ラマン利得のみを示す図である；図１６（ａ）においては、中段アクセ
スが存在し、及びこの場合、前記交互のポンピング帯域は空間的に分散される純粋な逆伝
播ポンピング体系が示される；図１６（ｂ）においては、交互のポンピングが異なる方向
に着手される、中段アクセスがない双方向にポンピングされた状態が示される；図１６（
ｃ）においては、より空間的に均一な利得を作るための、双方向ポンピングに中段アクセ
スを加えた結合が示される；図１６（ｄ）においては、交差偏光された交互のポンピング
帯域の着手が示される；図１６（ｄ）に記載の交差偏光されたポンピングは、図１６（ａ
）乃至（ｃ）に記載の構成のいずれかと有利に結合されることができる。
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